
   

   

 
 
 

 
平 成 ２７ 年 度 

 
東京都各会計歳入歳出決算審査意見書 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東 京 都 監 査 委 員 



 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定により、

平成２７年度歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類を審査した

結果、次のとおり意見を付する。 

 

平成２８年９月２日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都監査委員  山 加 朱 美 

同        吉 倉 正 美 

同         友  渕 宗 治 

同        岩 田  喜美枝 

同        松 本  正一郎 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［凡例］ 

１ 計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整をしていないため、合計

等と一致しない場合がある。 

２ 収入率及び執行率については、予算現額に対する収入済額、支出済額の割合である。 
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第１ 審 査 の 概 要 
１ 審 査 の 対 象 
（１）平成２７年度東京都一般会計 
（２）平成２７年度東京都特別会計 

特別区財政調整会計 
地方消費税清算会計 
小笠原諸島生活再建資金会計 
母子父子福祉貸付資金会計 
心身障害者扶養年金会計 
中小企業設備導入等資金会計 
林業・木材産業改善資金助成会計 
沿岸漁業改善資金助成会計 
と場会計 
都営住宅等事業会計 
都営住宅等保証金会計 
都市開発資金会計 
用地会計 
公債費会計 
臨海都市基盤整備事業会計 

（３）財  産 
 

２ 審 査 の 方 法 
知事から提出された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書について審査した。 
審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 
（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 
（３）資金は適正に管理され、効率的に運用されているか 
（４）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 
などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説

明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 
 

３ 審 査 の 期 間 
平成２８年７月１２日から同年９月２日まで 
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第２ 審 査 の 結 果 
１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支

に関する調書の計数は、証拠書類の計数と符合しているものと認められる。 
なお、会計処理については、調定額、収入未済額及び支出区分などの計上の一部に、次のとおり、

是正・改善を要する事項が認められた（詳細は〔第４ 局別事項〕に記載）。 
 

 過大に計上されているもの ７件  産業労働局、港湾局、教育庁 

 過小に計上されているもの ２件  教育庁 

 
また財産に関する調書の計数は、次のとおり、その一部に誤りが認められた（詳細は〔第４ 局別

事項〕に記載）。 
 

（１）公有財産 

土  地 

 過大に登載されているもの ２件 3,529.47㎡ 建設局 
物  権 

 過大に登載されているもの ２件 3,849.95㎡ 建設局 
無体財産権 

 過大に登載されているもの ２件  産業労働局 
出資による権利 

 
過大に登載されているもの ４件 470,381,329円 

生活文化局、オリンピッ

ク・パラリンピック準備局 

 登載漏れとなっているもの １件 42,269,546円 産業労働局 

（２）物  品 

 過大に登載されているもの １１点  福祉保健局 

（３）債  権 

 過大に計上されているもの １件 13,550,115円 都市整備局 

 計上漏れとなっているもの １件 64,368,528円 都市整備局 

 

２ 予算の執行状況等について 
審査に付された一般会計及び特別会計の予算執行等については、特に意見を付する事項はない。 

 

３ 決算状況について 
（１）財政状況について 

平成２７年度一般会計決算は、歳入６兆９，１３７億余円、歳出６兆７，８７１億余円、形式収

支は、１，２６６億余円の黒字であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源（制度繰越）３４７
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億余円を差し引いた実質収支は、９１８億余円の黒字となっている。 
また、一般会計と１５特別会計とを合算すると、形式収支は、２，６８９億余円の黒字であり、

形式収支から制度繰越３５６億余円を差し引いた実質収支は、表１のとおり、２，３３３億余円

の黒字となっている。 
収支の状況について見ると、基金の新規積立て等により歳出が増加している一方で、緩やかな景

気回復基調が続いたこと等を反映して、都税収入が４年連続の増収となり歳入も増加した結果、平

成２７年度においても実質収支は黒字を確保している。 
しかしながら、都の歳入の根幹を成す都税収入は、現在は堅調に推移しつつあるものの、少子高

齢化等の構造要因を背景に、個人消費や民間投資が力強さを欠く状況であることに加え、新興国等

の景気が下振れし、我が国の景気が下押しされるリスクがあることなどから、先行きは依然予断を

許す状況にはない。 

こうした中、都は、子供や女性、高齢者などすべての人々がいきいきと生活し、活躍できるよう

にしていくと同時に、日本のエンジンとして国全体の成長につながる施策を積極的に講じていくこ

とが重要である。そのため、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功と、将

来世代に引き継ぐレガシーの構築に向けて万全を期すとともに、子供を安心して産み育てられ、年

を取っても安心して暮らせる環境整備、災害に強い都市づくりの推進、東京の経済を支える中小企

業への支援、国際競争力の向上に資するインフラ整備や観光産業の活性化など、東京が抱える課題

解決に向けて積極果敢に取り組むことが求められている。 
これらの課題に対し、時宜にかなった施策を戦略的に展開していくためには、都債や基金の活用

により将来にわたって強固で弾力的な財政基盤を堅持しつつ、創意工夫を凝らし、施策の見直し・

再構築を図るなど、その効率性や実効性を向上させ、徹底的に無駄を排除することが必要である。 
都は、今後とも、新しい東京の未来を創り出すため改革を進め、東京の持続的発展と都民福祉の

一層の向上を図っていく必要がある。 
 

（表１）一般会計と特別会計を合算した実質収支の推移 

（単位：百万円） 

区  分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

実 質 収 支 149,791 169,569 236,338 288,641 233,307 

対前年度増(△)減    3,359    19,777 66,769 52,303 △    55,333 

 

（２）資金運用について 
都の資金運用は、平成２７年度公金管理計画に沿って運用されており、運用状況については、

表２のとおりである。 
歳計現金等については、都税収入が増収となったことなどから、資金の年間平均残高は増加した。

運用に当たって、日々の支払に備えるための支払準備金は、流動性預金で保管するとともに、これ

を上回る余裕資金については、効率性を確保するため、可能な限り長い期間、安全性が確認できる

金融機関に定期性預金を基本として保管している。その結果、定期性預金による運用の割合は９割
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を超えており、利回りは、横ばいで推移しているものの運用収入は、増加している。 
一方、基金については、新たに創設された都市外交人材育成基金等の積立てにより、年間平均残

高は増加している。運用に当たっては、各基金の設置目的並びに積立て及び取崩しの計画等を勘案

して、定期性預金や債券の中から安全かつ効率的な商品を選択するとともに、財政状況や金利の動

向を見極めながら効率的な運用期間を設定している。運用収入は、預金金利が低下しているものの、

平均残高が増加したことから増加している。 
国内の景気は、雇用・所得環境の改善が続く中で、緩やかな回復基調が続いているが、新興国の

景気が下振れし、我が国の景気が下押しされるリスクもある。 
金融情勢を見ると、日本銀行による「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入により、国

債全般の利回りが低下し、また、銀行預金の金利が引き下げられる等の影響がみられている。 
このような状況の下、景気の動向や金融政策の先行きを注視し、安全性及び流動性を重視した上

で、柔軟かつ効率的な公金の保管・運用を行うことが望まれる。 
 

（表２）資金運用の状況 

区     分 平成２７年度 平成２６年度 増（△）減 

歳 計 現 金 等 

平均残高 １２，９３４億円 １０，７９６億円 ２，１３８億円 

利 回 り ０．０３０％ ０．０３０％ ０．０００㌽ 

運用収入 ３９０百万円 ３２８百万円  ６２百万円 

基     金 

平均残高 ３０，１５０億 円 ２７，１７７億 円  ２，９７２億円 

利 回 り ０．１５４％ ０．１６０％ △  ０．００６㌽ 

運用収入 ４，６７１百万円 ４，３５３百万円 ３１８百万円 

合     計 
平均残高 ４３，０８４億円 ３７，９７３億円 ５，１１０億円 

運用収入 ５，０６１百万円 

 

４，６８１百万円 

 

３８０百万円 

（注）金額は端数四捨五入のため、合計と一致しない場合がある。 
 

（３）財産管理について 
都は、都市整備局所管の、都営住宅の建て替えに伴って創出した用地を、福祉保健局に所管換え

し老人福祉施設や保育所などの施設を整備するといった、都有地活用による地域の福祉インフラ整

備事業を進めている。 
都民の需要に応えていくためには、限られた財産の有効活用は欠かせないものであり、こうした

有効活用を一層推進していくためにも、財産管理の重要性は高まっている。 
ところで、都は、財産情報システムと財務会計システムの処理を一部連携させ、お互いの情報を

一致させる仕組みや、財務諸表を活用して財産登録情報を点検することなどにより、財産管理の適

正化を図っているところである。 
各局においては、都民から負託された貴重な財産であることの重要性を再認識し、日頃からの現

況把握など注意義務を十分に果たすとともに、財産情報と会計情報との相互チェックを徹底するな

ど、所管する財産管理の適正化に努められたい。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 決 算 の 総 括 

（１）歳入歳出決算の状況 

歳入歳出決算の総額は、一般会計と特別会計とを合算すると、表３のとおり 

歳  入    １１兆８，５１４億余円 

歳  出    １１兆５，８２４億余円 

差  引       ２，６８９億余円 

となっており、これを会計別に見ると、表４及び表５のとおりである。 

 

歳 入 歳 出 決 算 総 括 

（表３）                               （単位：百万円、％） 

会 計 別 年度 
歳   入  歳   出 決算額 

の差額 予算現額 決算額 収入率 予算現額 決算額 執行率 

一 般 会 計 
２７ 7,201,710 6,913,752 96.0 7,201,710 6,787,124 94.2 126,627 

２６ 6,789,403 6,546,693 96.4 6,789,403 6,403,917 94.3 142,775 

特 別 会 計 

(注) 

２７ 5,068,145 4,937,663 97.4 4,915,413 4,795,363 97.6 142,300 

２６ 4,501,272 4,370,635 97.1 4,308,119 4,196,756 97.4 173,879 

決算額 合計 
２７ 11,851,415  11,582,488  268,927 

２６ 10,917,328  10,600,673  316,654 

 （注）１５会計合算
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一  般  会  計  歳 

（表４） 

歳                 入 

科    目  (款) 予  算  現  額 決    算    額 比較増(△)減額 収入率 

   1  都          税   ５，２０５，７５２   ５，１８３，５６８  △   ２２，１８３   ９９．６ 

   2  地 方 譲 与 税     ２７６，７１７     ２７１，９８１  △    ４，７３５   ９８．３ 

   3  助 成 交 付 金          ２９          ２９           ０  １００．５ 

   4  地方特例交付金       ４，８７３       ４，７００  △      １７３   ９６．４ 

   5  特 別 交 付 金       ３，２８３       ３，１０１  △      １８１   ９４．５ 

   6  分担金及負担金      １３，４３７       ９，５３３  △    ３，９０４   ７０．９ 

   7  使用料及手数料      ８３，３２０      ７９，１９６  △    ４，１２４   ９５．１ 

   8  国 庫 支 出 金     ４０５，４３４     ３４６，７５７  △   ５８，６７６   ８５．５ 

   9  財  産  収  入      ４５，０１９      ３６，７３０  △    ８，２８８   ８１．６ 

  10  寄    附    金          ７１          ９６          ２５ １３５．５ 

  11  繰    入    金     １８７，１７２     １３０，６５０  △   ５６，５２１   ６９．８ 

  12  諸    収    入     ４８４，０８９     ５７４，８７０      ９０，７８１  １１８．８ 

  13  都          債     ３４９，７３３     １２９，７５８  △  ２１９，９７４   ３７．１ 

  14  繰    越    金     １４２，７７５     １４２，７７５           ０  １００．０ 

  15  区市町村たばこ税 
都  交  付  金 

          ０           ０           ０  １００ 

     

     

     

合        計   ７，２０１，７１０   ６，９１３，７５２  △  ２８７，９５８   ９６．０ 

 

 

歳 入 歳 出 決 算 額 の 差 額 
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入  歳  出  決  算 

（単位：百万円、％） 

歳                 出 

科    目  (款) 予  算  現  額 決    算    額 翌年度繰越額 不  用  額 執行率 

1 議 会 費     ６，１６９ ５，６３３       ０      ５３５ ９１．３ 

2 総 務 費 ２０４，７５８ １８８，０４７ ２，６３４ １４，０７６   ９１．８ 

3 徴 税 費    ６６，６９３ ６３，７５８   １，００７ １，９２７ ９５．６ 

4 生 活 文 化 費 ３５，４９１ ３２，７５７       ０ ２，７３４ ９２．３ 

5 ス ポ ー ツ 振 興 費 ４４，９２８ ４１，１９０       ０ ３，７３８ ９１．７ 

6 都 市 整 備 費 １１９，３１６    １０５，３６３ ２，８７４ １１，０７８ ８８．３ 

7 環 境 費 ７８，６３９ ７１，５７４ １０５ ６，９５９ ９１．０ 

8 福 祉 保 健 費 １，１２３，５９７ １，０５５，３５０ １２０ ６８，１２６   ９３．９ 

9 産 業 労 働 費 ４７７，８４２ ３８０，０９８ ６２８ ９７，１１５ ７９．５ 

10 土 木 費 ４７６，３１８ ３８７，８７６ ３０，７４２ ５７，６９９   ８１．４ 

11 港 湾 費 ８９，５６５ ７３，４６１ ６，７４８ ９，３５５   ８２．０ 

12 教 育 費 ７４７，５２５ ７３６，１０４       ０ １１，４２１ ９８．５ 

13 学 務 費 ２０１，３９４ １８６，５６８       ０ １４，８２６    ９２．６ 

14 警 察 費 ６２８，５８２ ６０７，３５０ ２８７ ２０，９４４   ９６．６ 

15 消 防 費   ２４５，４４８ ２４２，１１９   ９ ３，３１８ ９８．６ 

16 公 債 費 ４７３，３８７ ４７３，２９１       ０ ９６ １００．０ 

17 諸 支 出 金 ２，１７７，１０９ ２，１３６，５７７       ０ ４０，５３１ ９８．１ 

18 予 備 費 ４，９４１   ０    ０ ４，９４１ ０ 

合       計 ７，２０１，７１０ ６，７８７，１２４ ４５，１５９ ３６９，４２６ ９４．２ 

 

 

１２６，６２７百万円 
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特  別  会  計  歳 

（表５） 

会 計 名 

歳        入 

予 算 現 額 決  算  額 比較増（△）減額 収入率 

1 特別区財政調整会計 ９９６，３５７ ９９６，３５６ △              ０ １００．０ 

2 地方消費税清算会計 ２，２１１，１９０ ２，１２２，６９５ △  ８８，４９４ ９６．０ 

3 小笠原諸島生活再建資金会計 ４６３ ７２７ ２６４ １５７．１ 

4 母子父子福祉貸付資金会計 ４，７３２ ４，７４５ １３ １００．３ 

5 心身障害者扶養年金会計 ５，５６９ ５，４２４ △     １４４ ９７．４ 

6 中小企業設備導入等資金会計 ２，７２９ ３，８９２    １，１６３ １４２．６ 

7 林業・木材産業改善資金助成会計 ５２ ９２ ４０ １７７．８ 

8 沿岸漁業改善資金助成会計 ４８ １１２ ６４ ２３５．０ 

9 と場会計 ６，６０１ ５，８０４ △     ７９６ ８７．９ 

10 都営住宅等事業会計 １８５，５４０ １６５，７２７ △  １９，８１２ ８９．３ 

11 都営住宅等保証金会計 １１，０４７ １０，９６７ △      ７９ ９９．３ 

12 都市開発資金会計 ３，４７４ ２，３８６ △   １，０８７ ６８．７ 

13 用地会計 ２５，３６７ ２１，８３９ △   ３，５２７ ８６．１ 

14 公債費会計 １，５９８，５６９ １，５８３，４７８ △  １５，０９０ ９９．１ 

15 臨海都市基盤整備事業会計 １６，４０６ １３，４１２ △   ２，９９４ ８１．７ 

合    計 ５，０６８，１４５ ４，９３７，６６３ △ １３０，４８１ ９７．４ 

 



 - 9 - 

 

入  歳  出  決  算 

（単位：百万円、％） 

歳        出 歳 入 歳 出 

決算額の差額 予 算 現 額 決  算  額 翌年度繰越額 不  用  額 執行率 

９９６，３５７ ９９６，３５６ ０ ０ １００．０ ０ 

２，０６６，９９０ ２，００９，１９０ ０ ５７，７９９ ９７．２ １１３，５０４ 

４６３ ０ ０ ４６３ ０ ７２７ 

４，７３２ ３，２２７ ０ １，５０４ ６８．２ １，５１７ 

５，５６９ ５，４２４ ０ １４４ ９７．４ ０ 

２，７２９ １，３８１ ０ １，３４７ ５０．６ ２，５１１ 

５２ ０ ０ ５１ ０．１ ９２ 

４８ ０ ０ ４７ ０．３ １１２ 

６，６０１ ５，８０４ ０ ７９６ ８７．９ ０ 

１８５，５４０ １６４，６８９ １０，５２３ １０，３２７ ８８．８ １，０３８ 

４，５４３ ４，０１５ ０ ５２７ ８８．４ ６，９５２ 

３，４７４ ２，３８６ ０ １，０８７ ６８．７ ０ 

２５，３６７ １４，２７５ １５０ １０，９４１ ５６．３ ７，５６４ 

１，５９８，５６９ １，５８３，４７８ ０ １５，０９０ ９９．１ ０ 

１４，３７９ ５，１３３ ８８１ ８，３６４ ３５．７ ８，２７９ 

４，９１５，４１３ ４，７９５，３６３ １１，５５５ １０８，４９４ ９７．６ １４２，３００ 
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（２）決算収支の状況 

決算の収支状況は表６のとおりであり、一般会計及び特別会計を合計した実質収支の額は、

歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支の額２，６８９億余円から翌年度へ繰り越すべき

財源３５６億余円を差し引いた２，３３３億余円の黒字となっている。 

また、当該年度のみの収支結果である単年度収支を一般会計で見ると、表７のとおり、２３９

億余円の赤字となっている。 

 

（表６）実質収支の状況 

（単位：百万円） 

区      分 一般会計 特別会計 合  計 

 歳 入 総 額  ① 6,913,752 4,937,663 11,851,415 

 歳 出 総 額  ② 6,787,124 4,795,363 11,582,488 

 形 式 収 支  ③＝①－② 126,627 142,300 268,927 

 翌年度へ繰り越すべき財源  ④ 34,747 872 35,619 

 実 質 収 支  ⑤＝③－④ 91,880 141,427 233,307 

 

（表７）単年度収支・実質収支（一般会計分）の推移 

（単位：百万円） 

区  分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

単年度収支     5,106     10,467 29,544 69,363 △   23,958 

実 質 収 支 6,462 16,930 46,475 115,838 91,880 

 

（注）１ 形式収支とは、現金ベースでの収支の結果を示すもので、当該年度中に収入された現金

（歳入総額）から、支出された現金（歳出総額）を単純に差し引いたものである。 

（注）２ 翌年度に繰り越すべき財源とは、翌年度繰越額から、事業の繰越しに伴う国庫補助金等

の未収入特定財源を差し引いたものである。 

（注）３ 実質収支とは、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いたものである。 

（注）４ 単年度収支とは、当該年度実質収支から前年度の実質収支を差し引いたものである。 
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２ 執 行 状 況 

平成２７年度予算は、「東京を『世界一の都市』へと飛躍させる予算」と位置づけ、 

① ２０２０年とその先の明るい未来に向けて積極的な施策構築を図り、大会終了後も将来に引

き継がれるレガシーを創造するべく果敢な事業展開を行うこと 

② 都民福祉の充実による生活の質の向上や、日本を牽引する経済の活性化など、都民一人ひと

りが安心して豊かに暮らせる社会の早期実現を図ること 

③ 施策の見直しによる都政改革の推進と、中長期を見据えた財源措置により、戦略的かつ安定

的な政策展開を支える財政基盤を構築すること 

を基本として、編成したものである。 

以下、会計別（一般会計及び特別会計）の執行状況について述べる。 

 

（１）一般会計 

（単位：百万円、％） 

区  分 平成２７年度決算額 平成２６年度決算額 
増（△）減 

額 率 

歳入（収入済額） ６，９１３，７５２ ６，５４６，６９３ ３６７，０５９ ５．６ 

歳出（支出済額） ６，７８７，１２４ ６，４０３，９１７ ３８３，２０６ ６．０ 

差  引 １２６，６２７ １４２，７７５ △ １６，１４７ △１１．３ 

 

一般会計は、都が行う行政の大部分を経理する会計である。主な財源は都税であり、福祉保

健・産業・教育の事業、警察・消防の運営、道路・公園の建設などに要する経費を支出してい

る。 

予算・決算状況について見ると、表４（６ページ）のとおりである。 

歳入は、予算現額７兆２，０１７億余円に対し、決算額は６兆９，１３７億余円で、２，８７９

億余円の減となっている。これは、主として、諸収入が９０７億余円の増となったものの、都

債が２，１９９億余円、国庫支出金が５８６億余円、繰入金が５６５億余円、それぞれ減とな

ったためである。また、前年度に比べ３，６７０億余円（５．６％）の増である。なお、収入

率は、前年度９６．４％から０．４ポイント下降して９６．０％となっている。 

歳出は、予算現額７兆２，０１７億余円に対し、決算額６兆７，８７１億余円、翌年度繰越

額４５１億余円、不用額３，６９４億余円である。また、前年度に比べ３，８３２億余円（６．０％）

の増である。なお、執行率は、前年度９４．３％から０．１ポイント下降して９４．２％とな

っている。 

歳入・歳出の各款別の執行状況は、次のとおりである。 
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ア 歳 入 

 

第１款 都 税 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較※ 

収入率 

平成２７年度 5,205,752 5,260,399 5,183,568 10,111 67,259 △ 22,183 99.6 

 法 人 二 税 1,776,591 1,783,080 1,763,530 3,522 16,283 △ 13,060 99.3 

その他都税 3,429,160 3,477,318 3,420,038 6,589 50,976 △  9,122 99.7 

平成２６年度 4,721,772 4,833,527 4,739,939 11,571 82,499 18,167 100.4 

 法 人 二 税 1,630,553 1,666,601 1,644,246 4,046 18,517 13,692 100.8 

その他都税 3,091,218 3,166,925 3,095,693 7,524 63,981 4,474 100.1 

比  較 

増(△)減 

額 483,979 426,872 443,629 △   1,459 △  15,240   

率 10.2 8.8 9.4 △   12.6 △   18.5   

※予算現額に対する収入済額の比較＝収入済額－予算現額（以下この様式において同じ） 

 

都税は、都民税をはじめとする１７項で構成されており、予算現額５兆２，０５７億余円に

対し、収入済額５兆１，８３５億余円、収入率９９．６％となっている。 

これを法人二税（法人事業税及び法人都民税）とその他都税に大別して見ると、法人二税は、

予算現額１兆７，７６５億余円に対し、収入済額１兆７，６３５億余円、収入率９９．３％で

あり、企業収益の回復等により、前年度に比べ１，１９２億余円（７．３％）の増となってい

る。 

その他都税は、予算現額３兆４，２９１億余円に対し、収入済額３兆４，２００億余円、

収入率９９．７％であり、前年度に比べ３，２４３億余円（１０．５％）の増となっている。

その主な内訳は、固定資産税・都市計画税（１兆３，９２７億余円）、個人都民税（８，８１９

億余円）、繰入地方消費税（７，００４億余円）である。 

なお、収入未済額は、６７２億余円であり、前年度に比べ１５２億余円（１８．５％）の減

となっている。 
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第２款 地方譲与税 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 276,717 271,981 271,981 0          0 △  4,735 98.3 

平成２６年度 360,187 364,806 364,806 0          0 4,619 101.3 

比  較 

増(△)減 

額 △  83,470 △  92,825 △  92,825 0 0   

率 △   23.2 △   25.4 △   25.4 ― ―   

 

地方譲与税は、本来地方公共団体が収入すべきものを、国がいったん国税として徴収し、一

定の基準で地方公共団体に譲与する税の総称であり、前年度に比べ９２８億余円（２５．４％）

の減となっている。その主な理由は、平成２６年度税制改正において地方法人特別税の一部が

地方税に復元されたことで国が全国から徴収した地方法人特別税が減少したことにより、都に

譲与された地方法人特別譲与税が減となったことによるものである。 

 

（注）平成２０年度税制改正において、地方税である法人事業税の一部を「地方法人特別税」と

して国税化するとともに、その全額を都道府県間で再配分する「地方法人特別譲与税」が創

設された。 

 

第３款 助成交付金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 29 29 29 0          0     0 100.5  

平成２６年度 29 29 29 0          0     0 100.6  

比  較 

増(△)減 

額 0     0     0          0          0   

率 0.7    0.6   0.6       ―       ―   

 

助成交付金は、国有提供施設等所在市町村助成交付金（特別区内に所在する米軍基地関係施

設及び自衛隊特定施設に係る交付金）を収入したものである。 
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第４款 地方特例交付金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 4,873 4,700 4,700          0          0 △   173 96.4 

平成２６年度 5,140 4,897 4,897          0          0 △   242 95.3 

比  較 

増(△)減 

額 △   266 △    197 △     197          0          0   

率 △    5.2 △    4.0 △    4.0       ―       ―   

 

地方特例交付金は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団

体の減収を補塡するため交付される減収補塡特例交付金を収入したものである。 

 

第５款 特別交付金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 3,283 3,101 3,101          0          0 △   181 94.5 

平成２６年度 3,672 2,967 2,967          0          0 △   704 80.8 

比  較 

増(△)減 

額 △    388     134     134          0          0        

率 △   10.6    4.5    4.5       ―       ―   

 

特別交付金は、国に納付された交通反則金に係る収入を原資として、地方公共団体が行う道

路交通安全施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、交通事故発生件数等を基準とし

て国から交付される交通安全対策特別交付金を収入したものである。 
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第６款 分担金及負担金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 13,437 9,983 9,533 36 414 △   3,904 70.9 

平成２６年度 13,225 9,272 8,814 48 410 △   4,410 66.7 

比  較 

増(△)減 

額    212    711    718 △      11    4   

率    1.6    7.7    8.1 △   24.3     1.1   

 

分担金及負担金は、特定の事業の施行によって利益を受ける者から、受益の程度に応じて事

業に要する経費を収入するものである。 

分担金及負担金の主な内訳は、土木費負担金（６２億余円）、港湾費負担金（１６億余円）で

ある。 

 

第７款 使用料及手数料 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 83,320 79,435 79,196 13 225 △   4,124    95.1 

平成２６年度 78,537 75,321 75,087 12 221 △   3,450    95.6 

比  較 

増(△)減 

額    4,783     4,113     4,109        0      3   

率     6.1     5.5     5.5     5.9     1.6   

 

使用料及手数料は、公の施設の利用料等である使用料と特定の者に提供される行政サービス

の対価である手数料とを収入するものである。 

使用料及手数料のうち、使用料は、収入済額５６１億余円であり、主な内訳は、土木使用料

（２５６億余円）、福祉保健使用料（１５７億余円）である。 

また、手数料は、収入済額２３０億余円であり、主な内訳は、警察手数料（１７４億余円）、

都市整備手数料（１５億余円）である。 
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第８款 国庫支出金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 405,434 346,757 346,757          0          0 △  58,676 85.5 

平成２６年度 400,278 356,062 356,062          0          0 △  44,216 89.0 

比  較 

増(△)減 

額   5,155 △   9,305 △   9,305          0          0   

率    1.3 △   2.6 △   2.6       ―       ―   

 

国庫支出金は、国が地方公共団体に対し、行政上必要な特定の経費の財源に充てるために交

付する支出金を収入するものであり、国が特定の事務の執行を奨励したり、地方公共団体の財

政を援助したりする目的で交付する国庫補助金、国が義務的に経費を負担する国庫負担金及び

本来国が実施すべき事務を地方公共団体に委託して行わせ、その事務に要する経費を交付する

委託金に分けられる。 

国庫支出金のうち、国庫負担金は、収入済額１，７１８億余円であり、主な内訳は、教育

費国庫負担金（１，２５２億余円）、福祉保健費国庫負担金（３９９億余円）、港湾費国庫負担

金（４４億余円）である。 

次に、国庫補助金は、収入済額１，６１９億余円であり、主な内訳は、福祉保健費国庫補

助金（４９４億余円）、土木費国庫補助金（４４８億余円）、学務費国庫補助金（３５５億余

円）である。 

委託金は、収入済額１２９億余円であり、主な内訳は、総務費委託金（７７億余円）、福祉保

健費委託金（３０億余円）、産業労働費委託金（２０億余円）である。 
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第９款 財産収入 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 45,019 37,191 36,730 5 455 △   8,288 81.6 

平成２６年度 46,778 40,433 39,943 31 459 △   6,835 85.4 

比  較 

増(△)減 

額 △   1,758 △   3,241 △   3,212 △      25 △       3   

率 △    3.8 △    8.0 △    8.0 △   82.1     △    0.9   

 

財産収入は、都有財産の運用収入及び売払収入である。 

財産収入のうち、財産運用収入は、収入済額２１９億余円であり、主な内訳は、利子及配当

金（１２２億余円）である。 

また、財産売払収入は、収入済額１４７億余円であり、主な内訳は、不動産売払収入（１０８

億余円）である。 

 

第１０款 寄附金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 71 96 96          0          0       25 135.5 

平成２６年度 61 38 38          0          0 △      22 63.6 

比  較 

増(△)減 

額      10      57      57          0          0   

率    16.7    148.8    148.8       ―       ―   

 

寄附金は、都以外の者から無償で譲渡された金銭を収入するものであり、前年度に比

べ５，７６９万余円（１４８．８％）の増となっている。その主な理由は、福祉保健費寄附金

が増（４，２４９万余円）となったことによるものである。 
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第１１款 繰入金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 187,172 130,650 130,650 0 0 △  56,521 69.8 

平成２６年度 140,674 69,897 69,897 0 0 △  70,776 49.7 

比  較 

増(△)減 

額   46,498   60,752   60,752 0 0   

率    33.1    86.9    86.9       ―       ―   

 

繰入金は、各種基金の取崩し分、公営企業会計からの職員共済組合等負担金、特別会計の土

地処分金等を一般会計に繰り入れるものであり、前年度に比べ６０７億余円（８６．９％）の

増となっている。その主な理由は、社会資本等整備基金繰入金が増（５６１億余円）となった

ことによるものである。 

繰入金のうち、基金繰入金は、収入済額１，１８５億余円であり、主な内訳は、社会資本等

整備基金繰入金（５７９億余円）、安心こども基金繰入金（１２４億余円）、介護基盤緊急整備

等臨時特例基金繰入金（１１０億余円）である。 

次に、公営企業会計繰入金は、収入済額９０億余円であり、主な内訳は、病院会計繰入金（４５

億余円）、臨海地域開発事業会計繰入金（１８億余円）である。 

特別会計繰入金は、収入済額２９億余円であり、主な内訳は、都市開発資金会計繰入金（２３

億余円）である。 
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第１２款 諸収入 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 484,089 588,097 574,870 1,620 11,612 90,781 118.8  

平成２６年度 561,849 680,229 664,859 2,105 13,272 103,010 118.3  

比  較 

増(△)減 

額 △  77,760 △  92,132 △  89,988 △    484 △   1,659   

率 △   13.8 △   13.5 △   13.5 △   23.0 △   12.5   

 

諸収入は、各種の貸付金元利収入、宝くじの収益事業収入、受託事業の収入、その他の雑入

等を収入したものであり、前年度に比べ８９９億余円（１３．５％）の減となっている。その

主な理由は、中小企業融資資金の返還実績の減などにより産業労働費貸付金元利収入が減

（７４８億余円）となったことによるものである。 

諸収入の主な内訳は、貸付金元利収入（４，２２５億余円）、収益事業収入（５３８億余円）、

受託事業収入（５０５億余円）である。 

なお、収入未済額は、１１６億余円であり、前年度に比べ１６億余円（１２．５％）の減と

なっている。 

 

第１３款 都 債 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 349,733 129,758 129,758 0 0 △ 219,974 37.1  

平成２６年度 376,801 138,952 138,952 0 0 △ 237,848 36.9  

比  較 

増(△)減 

額 △  27,068 △   9,194 △   9,194 0 0   

率 △    7.2 △    6.6 △    6.6       ―       ―   

 

都債は、社会資本の整備や都市改造等の財政需要に応えていくための財源の一つとして発行

したものである。 

都債の主な内訳は、街路整備費等に係る土木債（９２０億余円）、東京港整備費等に係る港湾

債（９５億余円）、都立学校整備費等に係る教育債（８２億余円）である。 
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第１４款 繰越金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 142,775 142,775 142,775 0 0 0 100.0  

平成２６年度 80,394 80,394 80,394 0 0 0 100.0  

比  較 

増(△)減 

額 62,380 62,380 62,380 0 0    

率 77.6 77.6 77.6       ―       ―     

 

前年度からの繰越金を収入したものである。 

 

第１５款 区市町村たばこ税都交付金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入率 

平成２７年度 0 0 0 0 0 0 100 

平成２６年度 0 0 0 0 0 0 100 

比  較 

増(△)減 

額 0 0 0 0 0    

率 9.5 9.5 9.5       ―       ―     

 

区市町村たばこ税都交付金は、都内の区市町村において、特別区たばこ税及び市町村たばこ

税の収入が一定の金額を超える場合に、その超過額が翌年度に当該区市町村から都に対して交

付されるものである。 

 



 - 21 - 

イ 歳 出 

 

第１款 議会費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 6,169 5,633 0 535 91.3 

平成２６年度 6,001 5,642 0 358 94.0 

比  較 

増(△)減 

額          168 △           9              0          177  

率      2.8 △     0.2           ―     49.5  

 

議会費は、都議会議員の報酬、都議会の運営等に要する経費を支出したものである。 

 

第２款 総務費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 204,758 188,047 2,634 14,076 91.8 

平成２６年度 184,292 171,213 435 12,642 92.9 

比  較 

増(△)減 

額        20,465        16,833 2,198        1,433   

率      11.1      9.8      504.7     11.3   

 

総務費は、区市町村行財政の振興、職員の退職手当及び年金、庁舎の維持管理、防災対策、

統計事務、政策企画局、総務局、財務局等の管理運営等に要する経費を支出したものであり、

前年度に比べ１６８億余円（９．８％）の増となっている。その主な理由は、都市外交人材育

成基金を新規に積み立てた（８０億円）ことによるものである。 

総務費の主な内訳は、区市町村振興費（９０７億余円）、総務局、財務局等の管理運営経費で

ある総務管理費（２２８億余円）、退職手当及年金費（１７７億余円）である。 
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第３款 徴税費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 66,693 63,758 1,007 1,927 95.6 

平成２６年度 67,495 65,166 396 1,932 96.6 

比  較 

増(△)減 

額 △         801 △       1,408            611 △           5  

率 △     1.2 △      2.2      154.5 △     0.3  

 

徴税費は、都税の賦課徴収、滞納処分等に要する経費を支出したものである。 

徴税費の主な内訳は、都税の徴収、滞納処分等に係る徴収費（３２２億余円）、主税局の管理

運営経費である徴税管理費（１４４億余円）、都税賦課事務、固定資産評価事務等に係る課税費

（１４４億余円）である。 

 

第４款 生活文化費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 35,491 32,757 0 2,734 92.3 

平成２６年度 28,939 27,071 0 1,868 93.5 

比  較 

増(△)減 

額        6,552        5,685 0          866  

率        22.6        21.0 ―     46.4  

 

生活文化費は、文化振興施策、広報広聴、都民生活の支援等に要する経費を支出したもので

あり、前年度に比べ５６億余円（２１．０％）の増となっている。その主な理由は、芸術文化

振興基金を新規に積み立てた（１００億円）ものの、江戸東京博物館等の文化施設の大規模回

収実績が減（４３億余円）となったことによるものである。 

生活文化費の主なものは、江戸東京博物館等の文化施設の運営や維持管理、文化事業の推進

等に係る文化振興費（２２５億余円）である。 
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第５款 スポーツ振興費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 44,928 41,190 0 3,738 91.7 

平成２６年度 24,349 21,465 0 2,883 88.2 

比  較 

増(△)減 

額     20,579        19,725 0        854   

率        84.5        91.9            ―        29.6   

 

スポーツ振興費は、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に関連する施策や

スポーツの普及振興に関する施策等に要する経費を支出したものであり、前年度に比べ１９７

億余円（９１．９％）の増となっている。その主な理由は、有明アリーナ（仮称）用地を港湾

局から有償（１８３億円）で所管換したことによるものである。 

スポーツ振興費の主なものは、オリンピック・パラリンピック準備費（２５０億余円）、ス

ポーツ施設の管理や競技力向上等に係るスポーツ推進費（１５５億余円）である。 

 

第６款 都市整備費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 119,316 105,363 2,874 11,078 88.3 

平成２６年度 128,358 104,432 2,419 21,507 81.4 

比  較 

増(△)減 

額 △    9,042       931          454 △      10,428  

率 △        7.0        0.9        18.8 △       48.5  

 

都市整備費は、都市基盤の整備、土地区画整理、市街地再開発、住宅政策の推進等に要する

経費を支出したものである。 

都市整備費の主な内訳は、区市町村住宅供給助成事業等に係る住宅費（４０６億余円）、区画

整理等の都市改造事業等を行う市街地整備費（３８２億余円）、都市基盤施設への助成等を行う

都市基盤整備費（１５６億余円）である。 
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第７款 環境費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 78,639 71,574 105 6,959 91.0  

平成２６年度 44,691 40,985 43 3,661 91.7  

比  較 

増(△)減 

額          33,948 30,588           61          3,297  

率         76.0 74.6        140.8        90.1  

 

環境費は、環境保全対策、自然保護対策、廃棄物対策等に要する経費を支出したものであり、

前年度に比べ３０５億余円（７４．６％）の増となっている。その主な理由は、水素社会・ス

マートエネルギー都市づくり推進基金を新規に積み立てた（４００億円）ことによるものであ

る。 

環境費の主な内訳は、分散型エネルギー源の確保、水素エネルギーの利活用の推進等を行う

環境保全費（５９６億余円）、廃棄物の埋立処分等を行う廃棄物費（８４億余円）である。 

 

第８款 福祉保健費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 1,123,597 1,055,350 120 68,126 93.9 

平成２６年度 1,000,677 951,307 0 49,369 95.1 

比  較 

増(△)減 

額    122,919       104,042         120     18,756  

率       12.3       10.9           ―       38.0  

 

福祉保健費は、福祉・保健・医療に係る施策の一体的・総合的な推進に要する経費を支出し

たものであり、前年度に比べ１，０４０億余円（１０．９％）の増となっている。その主な理

由は、福祉先進都市実現基金を新規に積み立てた（６００億円）ことによるものである。 

福祉保健費の主な内訳は、総合的な保健サービスの向上を行う保健政策費（２，９３１億余

円）、子育て環境の整備等を行う少子社会対策費（１，７８４億余円）、高齢者の地域生活と自

立への支援等を行う高齢社会対策費（１，６８４億余円）、障害者（児）の自立生活への支援等

を行う障害者施策推進費（１，６２２億余円）である。 
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第９款 産業労働費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 477,842 380,098 628 97,115 79.5 

平成２６年度 458,698 357,208 4,542 96,947 77.9 

比  較 

増(△)減 

額 19,143     22,889 △       3,914     168  

率 4.2         6.4  △       86.2        0.2   

 

産業労働費は、中小企業の振興、雇用の安定、農林水産業対策、観光産業振興等に要する経

費を支出したものであり、前年度に比べ２２８億余円（６．４％）の増となっている。その主

な理由は、おもてなし・観光基金を新規に積み立てた（２００億円）ことによるものである。 

産業労働費の主な内訳は、中小企業制度融資等に係る商工業振興費（３，３８６億余円）、高

年齢者・障害者等の就業促進対策や公共職業訓練事業等を行う労働費（２２１億余円）である。 

 

第１０款 土木費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 476,318 387,876 30,742 57,699 81.4 

平成２６年度 467,447 383,995 25,414 58,036 82.1 

比  較 

増(△)減 

額 8,870        3,880        5,327 △         337  

率 1.9         1.0        21.0 △        0.6  

 

土木費は、道路、橋りょう、河川、公園、霊園の整備等に要する経費を支出したものである。 

土木費の主な内訳は、街路整備等を行う道路橋梁費（２，３７８億余円）、中小河川や高潮防

御施設等の整備及び河川の災害箇所の復旧等を行う河川海岸費（６９７億余円）、都立公園等の

整備及び維持管理を行う公園霊園費（５９４億余円）である。 
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第１１款 港湾費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 89,565 73,461 6,748 9,355 82.0 

平成２６年度 93,140 78,480 5,313 9,345 84.3 

比  較 

増(△)減 

額 △       3,575 △       5,018          1,434        9   

率 △        3.8 △        6.4         27.0        0.1   

 

港湾費は、東京港、島しょ等の港湾、漁港及び空港の建設整備、海岸保全施設及び廃棄物埋

立処分場の建設等に要する経費を支出したものである。 

港湾費の主な内訳は、東京港や廃棄物埋立処分場の建設整備等を行う東京港整備費（５３７

億余円）、伊豆諸島等の港湾や漁港の建設整備等を行う島しょ等港湾整備費（１８９億余円）で

ある。 

 

第１２款 教育費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 747,525 736,104 0 11,421 98.5 

平成２６年度 743,462 729,060 0 14,401 98.1 

比  較 

増(△)減 

額 4,063        7,043 0 △       2,980   

率 0.5         1.0            ― △       20.7   

 

教育費は、小学校、中学校の教職員の人件費、高等学校、特別支援学校の運営、都立学校の

整備、社会教育の振興、学校の保健・給食の運営等に要する経費を支出したものである。 

教育費の主な内訳は、都が負担する区市町村立小中学校の教職員の給与及び管理運営等に係

る小中学校費（４，２５８億余円）、都立高等学校の教職員の給与及び管理運営等に係る高等学

校費（１，３０４億余円）、特別支援学校の教職員の給与及び管理運営等に係る特別支援学校費

（６４７億余円）、退職手当及年金費（５０６億余円）である。 
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第１３款 学務費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 201,394 186,568 0 14,826 92.6 

平成２６年度 200,229 189,511 0 10,717 94.6 

比  較 

増(△)減 

額           1,165 △       2,943 0 4,108  

率         0.6 △        1.6 ― 38.3  

 

学務費は、私立学校の助成、公立大学法人首都大学東京の運営・整備等に要する経費を支出

したものである。 

学務費の主な内訳は、私立学校教育の振興を図るため学校法人等に対し経常費補助等各種の

助成を行う私立学校振興費（１，６３７億余円）、公立大学法人首都大学東京支援費（２２０億

余円）である。 

 

第１４款 警察費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 628,582 607,350 287 20,944 96.6 

平成２６年度 614,626 599,161 68 15,396 97.5 

比  較 

増(△)減 

額        13,955        8,188        219        5,547  

率         2.3         1.4        320.9         36.0  

 

警察費は、警察行政の運営、警察諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 

警察費の主な内訳は、職員給与等の警察管理費（４，８７１億余円）、交通安全施設の維持管

理や整備、犯罪捜査等に係る警察活動費（４３３億余円）、警察施設の建設、改修、維持管理等

を行う警察施設費（４２５億余円）である。 
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第１５款 消防費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 245,448 242,119 9 3,318 98.6 

平成２６年度 245,415 242,230 255 2,929 98.7 

比  較 

増(△)減 

額        32 △        111  △        245        389  

率         0.0 △       0.0 △       96.1        13.3  

 

消防費は、消防行政の運営、消防諸施設の整備等に要する経費を支出したものである。 

消防費の主な内訳は、職員給与等の消防管理費（１，８６６億余円）、消防装備の整備や防災・

救急救助・予防業務等を行う消防活動費（２０４億余円）、庁舎建設等を行う建設費（１５９億

余円）である。 

 

第１６款 公債費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 473,387 473,291 0 96 100.0 

平成２６年度 521,224 520,923 0 300 99.9 

比  較 

増(△)減 

額 △      47,836 △      47,632 0 △         203  

率 △        9.2 △        9.1            ― △       68.0  

 

公債費は、一般会計における都債の元金償還、利子の支払、減債基金への積立て、発行及び

償還手数料等に要する経費、基金からの繰替運用の利子を支出したものであり、前年度に比

べ４７６億余円（９．１％）の減となっている。その主な理由は、都債の元金償還金が減（２２３

億余円）となったことによるものである。 

公債費の主なものは、都債の元利償還金等に係る公債費会計繰出金（４，７３２億余円）で

ある。 
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第１７款 諸支出金 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 2,177,109 2,136,577 0 40,531 98.1  

平成２６年度 1,955,711 1,916,057 0 39,653 98.0  

比  較 

増(△)減 

額 221,398 220,520 0 878   

率 11.3 11.5           ― 2.2   

 

諸支出金は、他会計支出金、公有財産管理等に要する経費を支出したものであり、前年度に

比べ２，２０５億余円（１１．５％）の増となっている。その主な理由は、地方消費税交付金

の実績増などにより諸費が増（１，５５２億余円）となったことによるものである。 

諸支出金の主な内訳は、他会計支出金（１兆２，４１８億余円）、諸費（４，９３５億余円）

である。 

そのうち、他会計支出金の内訳は、特別会計繰出金（１兆１８億余円）及び公営企業会計支

出金（２，３９９億余円）である。 

次に、諸費の主な内訳は、地方消費税交付金（３，５０２億余円）、都税等の過誤納還付金

（４６４億余円）、国庫支出金返納金（２３８億余円）、配当割交付金（２１３億余円）、株式等

譲渡所得割交付金（２１０億余円）である。 

 

第１８款 予備費 

（単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 4,941 0 0 4,941 0 

平成２６年度 4,643 0 0 4,643 0 

比  較 

増(△)減 

額        298 0 0        298  

率 6.4 ―  ―  6.4  
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（２）特別会計 

（単位：百万円、％） 

区  分 平成２７年度決算額 平成２６年度決算額 
増（△）減 

額 率 

歳入（収入済額） ４，９３７，６６３ ４，３７０，６３５ ５６７，０２７ １３．０ 

歳出（支出済額） ４，７９５，３６３ ４，１９６，７５６ ５９８，６０７ １４．３ 

差  引 １４２，３００ １７３，８７９ △  ３１，５７９ △ １８．２ 

 

都は、特定の事業を行うため、又は特定の歳入をもって特定の歳出に充てるため、一般会計

とは別に、表５（８ページ）のとおり、特別区財政調整会計など１５特別会計を設置し、その

経理の明確化を図っている。 

予算・決算状況について、特別会計の合算額で見ると、収入率は、前年度９７．１％から０．３

ポイント上昇して９７．４％、執行率は、前年度９７．４％から０．２ポイント上昇して９７．６％

となっている。 

会計別の執行状況は、〔第４ 局別事項〕において説明している。 

 



 - 31 - 

３ 資金収支状況  
平成２７年度における各会計の収支実績及び資金運用の状況は、表８のとおりであり、収入総額は

１１兆８，５１４億余円、支出総額は１１兆５，８２４億余円、差引き２，６８９億余円（一般会計

１，２６６億余円、特別会計１，４２３億余円）の収入超過となっている。 
毎月の資金収支状況は、以下のとおりである。 
４月と５月は、大きな都税収入がない一方で、中小企業制度融資の貸付け及び各種義務的経費の支

出が集中し、支払資金が不足する。このため、４月については、前年度から繰り越した資金により、

５月については、内部資金である基金からの繰替運用により対応している。 
６月は、３月決算法人の法人二税の収入があったため、収入超過となり、累計収支が黒字に転じて

いる。 
７月は、固定資産税・都市計画税の第１期分の収入及び国からの地方消費税の払込みがあったため、

収入超過となっている。 
８月は、大きな都税収入がない一方で、地方消費税の清算等の支出があったため、支出超過となっ

ている。 
９月は、１２月決算法人の中間申告による法人二税の収入があったものの、共済費（追加費用）等

の支出により、支出超過となっている。 
１０月は、固定資産税・都市計画税の第２期分の収入があったため、収入超過となっている。 
１１月は、地方法人特別譲与税等の収入があったが、地方消費税の清算等の支出により、支出超過

となっている。 
１２月は、３月決算法人の中間申告による法人二税の収入があったが、私学助成金及び期末手当の

ための支出が増加したため、支出超過となっている。 
１月は、固定資産税・都市計画税の第３期分及び地方消費税の収入があり、収入超過となっている。 
２月は、税収が少なく、支出超過となっている。 
３月は、法人二税、固定資産税・都市計画税の第４期分、国庫支出金、都債、各種貸付の返還金に

よる収入があったが、年度末を控えて支出が大幅に増加したため、支出超過となっている。 
以上のとおり、資金収支の状況は、単月では収入超過又は支出超過が見られるが、累計収支では、

年度当初に赤字となったものの、概ね黒字基調で推移している。 
会計管理局が運用している歳計現金等の利子収入について見ると、平均預託残高の増加により、表

９のとおり、前年度２億６，１４４万余円に対し、４億２７７万余円（一般会計３億９，６２６万余

円、特別会計６５１万余円）と増加している。 
また、資金不足に対して行った基金からの一時繰替借に要した利子は２７万余円であった。 
なお、金融機関からの一時借入れはなかった。 
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平 成 ２ ７ 年 度 東 京 都 各 会 計 
（表８） 

区 分 
平 成 ２ ７ 年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 

収 入 335,634 627,126 2,145,524 1,074,121 572,998 897,014 668,818 

 
一 般 会 計  92,350 185,627 1,581,186 525,155 221,605 533,206 404,270 

特 別 会 計  243,284 441,499 564,339 548,966 351,393 363,809 264,548 

支 出 555,687 589,896 977,903 434,742 1,187,707 1,222,104 402,475 

 
一 般 会 計  469,582 292,436 563,881 361,229 417,260 501,101 310,432 

特 別 会 計  86,104 297,460 414,022 73,512 770,448 721,002 92,043 

収 支 差 引 △220,053 37,230 1,167,622 639,379 △614,710 △325,089 266,343 

累計収支差引  

( A ) 
△220,053 △182,823 984,799 1,624,178 1,009,469 684,379 950,722 

一時借入金残高 

( B ) 
0 0 0 0 0 0 0 

一時繰替借残高 

( C ) 
0 100,000 0 0 0  0 0 

一時繰替貸残高 

( D ) 
0 0 0 0 0 0 0 

翌年度繰越額 

( E ) 
0 0 0 0 0 0 0 

当年度資金残高 

( F=A+B+C-D-E ) 
△220,053 △82,823 984,799 1,624,178 1,009,469 684,379 950,722 

前年度・翌年度 

資金残高  ( G ) 
1,026,645 326,448 ― ― ― ― ― 

資 金 残 高 

( F+G ) 
806,592 243,625 984,799 1,624,178 1,009,469 684,379 950,722 

（注）１ 各会計の計数は端数四捨五入のため、他のページの該当する数値と一致しないことがある。 
（注）２ 平成２８年５月の資金残高(F+G)は、翌年度繰越額(E)に翌年度資金残高(G)を加えたものと 
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収 支 実 績 及 び 資 金 運 用 状 況 
（単位：百万円） 

 平 成 ２ ８ 年 
計 

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 

599,054 1,147,733 740,188 541,599 1,858,643 123,114 519,850 11,851,416 

314,242 836,712 412,351 273,729 1,274,466 104,649 154,206 6,913,752 

284,812 311,021 327,838 267,870 584,177 18,464 365,644 4,937,663 

638,901 1,169,261 383,385 807,605 1,866,799 316,800 1,029,226 11,582,488 

380,637 703,789 291,734 356,134 1,163,983 307,026 667,900 6,787,125 

258,264 465,472 91,651 451,470 702,816 9,774 361,326 4,795,363 

△39,847 △21,528 356,804 △266,005 △8,156 △193,687 △509,376 268,928 

910,876 889,348 1,246,152 980,147 971,991 778,304 268,928 ― 

0 0 0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 0 0 ― 

0 0 0 0 0 0 268,928 ― 

910,876 889,348 1,246,152 980,147 971,991 778,304 0 ― 

― ― ― ― ― △153,879 △209,831 ― 

910,876 889,348 1,246,152 980,147 971,991 624,426 67,157 ― 

 
なるが、出納閉鎖後の決算整理を行っているため、両者を加算したものと一致しない。 
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利 子 収 入 及 び 支 払 利 子 推 移 表 

（表９）                                  （単位：千円） 

区 分 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

利 子 収 入 171,430 186,564 246,799 261,441 402,777 

 
一 般 会 計 164,582 180,294 239,230 254,532 396,262 

特 別 会 計 6,848 6,270 7,568 6,908 6,515 

一時借入金等支払利子 
（一般会計） 

1,668 828 821 547 273 

（注）一時借入金等支払利子は、基金からの一時繰替借に係るものである。 
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４ 財産管理の状況 

都有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に大別され、財産に関する調書の平成２７年度末（平

成２８．３．３１）現在高及びその内訳は、表１０から表１３までのとおりである。 

 

（１）公有財産 

（表１０） 

分 類 区 分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

土地及び建物 
土 地  89,406,169.02 ㎡  88,645,181.29 ㎡  760,987.73 ㎡ 

建 物  27,597,613.32 ㎡  27,630,529.95 ㎡ △ 32,916.63 ㎡ 

山 林 

所 有  7,648,921.25 ㎡  7,648,921.25 ㎡  0 ㎡ 

上記の立木推定蓄積量  133,375.27 ㎥  133,354.78 ㎥  20.49 ㎥ 

分収（地上権）  11,301,447.10 ㎡  11,404,247.10 ㎡ △ 102,800.00 ㎡ 

上記の立木推定蓄積量  281,570.50 ㎥  279,989.00 ㎥  1,581.50 ㎥ 

動 産 

船 舶 
 ２８ 隻  ３０ 隻 △ ２ 隻 

 3,335.62 総トン  3,652.62 総トン △ 317.00総トン 

浮 標  １０６ 個  １０１ 個  ５ 個 

浮 桟 橋  ６３７ 個  ６３７ 個  ０ 個 

航 空 機  １４ 機  １４ 機  ０ 機 

物 権 

地 上 権  16,476,660.14 ㎡  16,579,100.14 ㎡ △ 102,440.00 ㎡ 

地 役 権  1,110.31 ㎡  1,110.31 ㎡  0 ㎡ 

鉱 業 権  14,067,200.00 ㎡  14,067,200.00 ㎡  0 ㎡ 

計  30,544,970.45 ㎡  30,647,410.45 ㎡ △ 102,440.00 ㎡ 

無 体 財 産 権 

特 許 権  １７ 件  ２４ 件 △ ７ 件 

著 作 権  １，０００ 件  ９３５ 件  ６５ 件 

商 標 権  ６２ 件  ６０ 件  ２ 件 

実 用 新 案 権  １ 件  １ 件  ０ 件 

意 匠 権  ３ 件  ３ 件  ０ 件 

計  １，０８３ 件  １，０２３ 件  ６０ 件 

有 価 証 券 株 券  348,644,261,598 円  348,644,261,598 円  0 円 

出資による権利 出資金及び出えん金  615,425,699,650 円  600,377,312,620 円  15,048,387,030円 

財 産 の 信 託 

の 受 益 権 

賃貸型土地信託  ３ 件  ３ 件  ０ 件 

賃貸及び分譲型土地信託  １ 件  １ 件  ０ 件 

計  ４ 件  ４ 件  ０ 件 

（注）１ 土地の面積には、山林の所有が含まれている。 

（注）２ 物権の地上権には、山林の分収（地上権）が含まれている。 

（注）３ 船舶は総トン数２０トン以上のものである。 
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〔主な増減事由〕 

・ 土地の増加は、若洲海浜公園ゴルフ場（７３万４，３５３．８５㎡）を臨海地域開発事業会計か

ら会計替したことなどによるものである。 

・ 建物の減少は、東京都立産業貿易センター（１万８，５８６．７８㎡）及び下馬アパート９

棟（１万８，５１４．４１㎡）を除却したことなどによるものである。 

・ 出資による権利の増加は、（公財）東京都中小企業振興公社出えん金（創業活性化特別支援基金）

（９８億９，４４１万余円）を出えんしたことなどによるものである。 

 

（２）物品 

（表１１） 

平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

３４，６１３ 点 ３５，５９３ 点 △      ９８０ 点 

（注）取得価格１００万円以上のものである。 

 

（３）債権 

（表１２） 

平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

1,422,678,379,414 円 1,605,141,034,215 円 △  182,462,654,801 円 

 

〔主な増減事由〕 

・ 債権の減少は、制度融資貸付金（１，３６４億４，０００万円）の返還などによるものである。 
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（４）基金 

（表１３） 

平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

3,506,250,666,139 円 2,816,557,257,150 円 689,693,408,989 円 

 

〔主な増減事由〕 

・ 基金の増加は、防災街づくり基金（３，０００億余円）及び財政調整基金（１，６９２億余

円）を積み立てたことなどによるものである。 
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第４ 局 別 事 項 

局別事項は、審査の対象となった一般会計及び１５特別会計を所管する２５局等について、平

成２８年７月１２日から同年９月２日までを実地審査期間として審査を実施したものであり、局

別の結果については以下のとおりである。 
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政 策 企 画 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

政策企画局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、政策企画局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 1 193 192 ―   

寄  附  金 0 500             500 ―  

繰  入  金 2,591,179 2,638,776          47,597 101.8 

諸    収    入 15,342 11,664 △         3,677 76.0 

計 2,606,522 2,651,134          44,612 101.7 

歳入は、第７款使用料及手数料など４款であり、予算現額２６億６５２万余円、収入済

額２６億５，１１３万余円、比較増額４，４６１万余円、収入率１０１．７％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

アジア人材育成基金からの繰入金 

（款）繰入金 （項）基金繰入金 （目）アジア人材育成基金繰入金 2,638,776 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率 

総 務 費 12,846,181 12,100,942 0 745,238 94.2 

生活文化費 241,291 145,589 0 95,701 60.3 

計 13,087,472 12,246,531 0 840,940 93.6 

歳出は、第２款総務費など２款で、２項３目に区分し執行しており、生活文化費は、平成２７

年４月１日付けで生活文化局から都政に関する広報・広聴事業が政策企画局へ移管されたこ

とに伴い、加わったものである。 

予算現額１３０億８，７４７万余円、支出済額１２２億４，６５３万余円、不用額８

億４，０９４万余円、執行率９３．６％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都の行財政の基本的な計画及び総合調整等に要したもの 

（款）総務費 （項）政策企画費 （目）管理費 12,100,942 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

     無 体 財 産 権 

     出資による権利 

２ 物  品 

３ 基  金 

 

商標権     ３ 件 

    1,077,000,000 円 

             ７１ 点 

    8,000,000,000 円 

 

商標権     ２ 件 

    1,077,000,000 円 

             ７１ 点 

    3,610,413,902 円 

                

１ 件 

0 円 

         ０ 点 

     4,389,586,098 円 

政策企画局で所管している財産は上表のとおりであり、 

・無体財産権（商標権）の増加は、「Invest Tokyo（図表商標）」を登録したことによるもの 

・基金の増加は、アジア人材育成基金（３６億１，０４１万余円）を取り崩したものの、都

市外交人材育成基金（８０億円）を積み立てたことによるもの 

である。 
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青少年・治安対策本部 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

青少年・治安対策本部 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、青少年・治安対策本部執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 1 8 7      832.0 

国 庫 支 出 金 11,575 10,831 △           743 93.6 

諸  収  入 69 94              25 136.6 

計 11,645 10,933 △           711 93.9 

歳入は、第７款使用料及手数料など３款であり、予算現額１，１６４万余円、収入済額 

１，０９３万余円、比較減額７１万余円、収入率９３．９％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱に基づく国庫補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）総務費国庫補助金 10,000 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率 

総  務  費 2,430,000 1,911,756 0 518,243 78.7 

歳出は、第２款総務費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額２４億３，０００万

円、支出済額１９億１，１７５万余円、不用額５億１，８２４万余円、執行率７８．７％で

ある。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

青少年育成総合対策及び治安対策事務等に要したもの 

（款）総務費 （項）青少年治安対策費 （目）管理費 1,911,756 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   無 体 財 産 権 

 

著作権         ４ 件 

商標権         ３ 件 

 

著作権         ４ 件 

商標権         ３ 件 

 

        ０ 件 

               ０ 件 
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総 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

特別区財政調整会計 

小笠原諸島生活再建資金会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

総 務 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、総務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

分担金及負担金 1,576,733 1,115,519 △       461,213 70.7 

使用料及手数料 4,709 3,936 △          772 83.6 

国 庫 支 出 金 11,243,571 8,400,180 △     2,843,390 74.7 

財 産 収 入 3,463,616 3,019,266 △       444,349 87.2 

寄  附  金 0 300 300 ― 

繰  入  金 8,338,461 5,983,884 △     2,354,576 71.8 

諸  収  入 3,544,156 3,417,871 △       126,284 96.4 

区市町村たばこ税 
都 交 付 金 544 544 0 100 

計 28,171,790 21,941,502 △     6,230,287 77.9 

歳入は、第６款分担金及負担金など８款であり、予算現額２８１億７，１７９万円、収入

済額２１９億４，１５０万余円、比較減額６２億３，０２８万余円、収入率７７．９％であ

る。 

なお、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、不納欠損額（１４万余円）及び収

入未済額（３３万余円）が、第１２款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（３，８５０

万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

人口統計費等に要する総務費委託金の収入 

（款）国庫支出金 （項）委託金 （目）総務費委託金 7,763,367 

区市町村振興基金運用による利子収入等 

（款）財産収入 （項）財産運用収入 （目）利子及配当金 2,619,436 

病院会計からの繰入金 

（款）繰入金 （項）公営企業会計繰入金 （目）病院会計繰入金 4,549,518 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

総 務 費 158,413,400 146,780,994 2,634,428 8,997,977 92.7 

学 務 費 22,402,000 22,058,329 0 343,670 98.5 

諸 支 出 金 1,443,620,281 1,417,392,723 0 26,227,557 98.2 

計 1,624,435,681 1,586,232,047 2,634,428 35,569,205 97.6 
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歳出は、第２款総務費など３款で、９項２７目に区分し執行しており、予算現額１

兆６，２４４億３,５６８万余円、支出済額１兆５，８６２億３，２０４万余円、翌年度繰越

額２６億３，４４２万余円、不用額３５５億６，９２０万余円、執行率９７．６％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費２６億３，４４２万余円で、その内容は、情報通信利用環境

整備推進事業に要する経費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

区市町村振興のための財政補完等に要したもの 

（款）総務費 （項）区市町村振興費 （目）自治振興費 86,338,879 

公立大学法人首都大学東京への交付金等に要したもの 

（款）学務費 （項）公立大学法人首都大学東京支援費 （目）公立大学法人首都大学東京支援費  22,058,329 

特別区財政調整会計に対する繰出金に要したもの 

（款）諸支出金 （項）他会計支出金 （目）特別会計繰出金 996,356,074 

 

（２）特別区財政調整会計 

この会計は、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する収支を経理するものである。 

財源は、都が課税する固定資産税・市町村民税法人分・特別土地保有税の５５％相当

額９，９６３億余円であり、特別区に対し、普通交付金・特別交付金として同額を支出してい

る。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 996,357 996,356 996,356 0 0 △      0 100.0 

平成２６年度 981,603 981,602 981,602 0 0 △      0 100.0 

比  較 
増(△)減 

額 14,754 14,753 14,753 0 0   

率 1.5 1.5 1.5 ― ―   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

繰  入  金 996,356,980 996,356,074 △           906 100.0 

諸  収  入 10 0 △            10 0 

繰  越  金 10 0 △            10 0 

計 996,357,000 996,356,074 △           926 100.0 

歳入は、第１款繰入金など３款であり、予算現額９，９６３億５,７００万円、収入

済額９，９６３億５,６０７万余円、比較減額９２万余円、収入率１００．０％である。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

特別区財政調整交付金に対する一般会計からの繰入金 

（款）繰入金 （項）一般会計繰入金 （目）特別区財政調整交付金繰入金  996,356,074 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 996,357 996,356 0 0 100.0 

平成２６年度 981,603 981,602 0 0 100.0 

比  較 
増(△)減 

額 14,754 14,753 0           0  

率 1.5 1.5 ―       161.6  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率 

特 別 区 交 付 金 996,357,000 996,356,074 0 926 100.0 

歳出は、第１款特別区交付金で、１項２目に区分し執行しており、予算現額９，９６３

億５,７００万円、支出済額９，９６３億５,６０７万余円、不用額９２万余円、執行

率１００．０％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

普通交付金に要したもの 

（款）特別区交付金 （項）特別区財政調整交付金 （目）普通交付金 946,119,622 

 

（３）小笠原諸島生活再建資金会計 

この会計は、小笠原諸島帰島民等に対する生活再建資金貸付事業に関する収支を経理するも

のである。 

財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた７億２，７１９万余円であり、

貸付に要する経費の実績はなかった。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 463 764 727 0 37 264 157.1 

平成２６年度 277 767 729 0 37 452 263.4 

比  較 
増(△)減 

額    186 △   2 △   2 0 △ 0   

率   67.1 △   0.3   △   0.3   0 △   0.2       



 - 49 - 

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増 (△) 減額 収 入 率 

事 業 収 入 11,193 10,263 △         929 91.7 

諸  収  入 251 417          166 166.5 

繰  越  金 451,556 716,511 264,955 158.7 

計 463,000 727,193 264,193 157.1 

歳入は、第１款事業収入など３款であり、予算現額４億６，３００万円、収入済額７

億２，７１９万余円、比較増額２億６，４１９万余円、収入率１５７．１％となっている。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元利収入）において、収入未済額（３，３９６万余円）

が、第２款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（３７２万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

生活再建資金貸付金の元金収入 

（款）事業収入 （項）貸付金元利収入 （目）貸付金元金収入 9,096 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 716,511 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 463 0 0 463 0   

平成２６年度 277 13 0 264 4.7 

比  較 
増(△)減 

額      186 △    13 0      199  

率       67.1 △    100  ―       75.4  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

貸 付 費 463,000 0 0 463,000 0   

歳出は、第１款貸付費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額４億６，３００万円、

支出済額０円、不用額４億６，３００万円、執行率０％となっている。  
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

物     権 

無 体 財 産 権 

 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

     1,736,160.80 ㎡ 

       137,653.07 ㎡ 

地上権   4,489.43 ㎡ 

著作権       ５１ 件 

商標権     ２ 件 

株 券 

1,500,000 円 

  144,086,126,020 円 

           ５４８点 

    3,253,239,977 円 

  303,766,503,181 円 

 

     1,736,806.45 ㎡  

       127,057.63 ㎡ 

地上権   4,489.43 ㎡ 

著作権       ４７ 件 

商標権     ２ 件 

株 券 

1,500,000 円 

  144,086,126,020 円 

           ５４６ 点 

    3,260,300,877 円 

300,104,989,570 円 

 

△        645.65 ㎡ 

        10,595.44 ㎡ 

                0 ㎡ 

               ４ 件 

               ０ 件 

 

                0 円 

                0 円 

              ２ 点 

 △     7,060,900 円 

    3,661,513,611 円 

総務局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧総務局職員馬込住宅敷地を東京消防庁へ所管換したことによるもの 

・建物の増加は、首都大学東京日野キャンパス実験・研究棟（８，０１０．６４㎡）を新築

したことなどによるもの 

・無体財産権（著作権）の増加は、「東京防災」を登録したことなどによるもの 

・債権の減少は、岩手県一時休憩所敷金（１７万円）などの増加と、小笠原諸島生活再建資

金貸付金（７９１万余円）の返還などによるもの 

・基金の増加は、区市町村振興基金（２３億５,３８７万余円）などを積み立てたことによる

もの 

である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

小笠原諸島生活再建資金貸付金 ５３，０６０ ２４，０４１ 

(公財)東京都島しょ振興公社貸付金 ２，２４０，０００ ０ 

合   計 ２，２９３，０６０ ２４，０４１ 

     ※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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財 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

用地会計 

公債費会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

財 務 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、財務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

地方特例交付金 4,873,807 4,700,412 △        173,395 96.4 

特 別 交 付 金 3,283,628 3,101,940 △        181,688 94.5 

分担金及負担金 0 5,563 5,563 ― 

使用料及手数料 1,067,222 1,096,367 29,145 102.7 

国 庫 支 出 金 3,778,133 3,019,314 △        758,818 79.9 

財 産 収 入 17,160,534 9,458,295 △      7,702,238 55.1 

寄 附 金 0 230 230 ― 

繰 入 金 101,096,515 66,754,734 △     34,341,780 66.0 

諸 収 入 65,496,359 54,576,047 △     10,920,311 83.3 

都 債 349,733,000 129,758,722 △    219,974,277 37.1 

繰 越 金 142,775,366 142,775,366 0 100.0 

計 689,264,564 415,246,993 △    274,017,570 60.2 

歳入は、第４款地方特例交付金など１１款であり、予算現額６，８９２億６，４５６万余

円、収入済額４，１５２億４，６９９万余円、比較減額２，７４０億１，７５７万余円、収

入率６０．２％である。 

なお、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、不納欠損額（５４４万余円）及び

収入未済額（１，５３７万余円）が、第１２款諸収入（項：雑入）において、不納欠損額

（９万余円）及び収入未済額（１９万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

社会資本等整備基金からの繰入金 

（款）繰入金 （項）基金繰入金 （目）社会資本等整備基金繰入金 57,926,357 

街路整備費等に要する土木債収入 

（款）都債 （項）都債 （目）土木債 92,010,822 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 142,775,366 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

総 務 費 18,711,661 17,208,418 0 1,503,242 92.0 

公 債 費 473,346,763 473,291,342 0 55,420 100.0 

諸 支 出 金 652,799,735 646,246,357 0 6,553,377 99.0 

予 備 費 4,941,240 0 0 4,941,240 0 

計 1,149,799,399 1,136,746,118 0 13,053,280 98.9 

歳出は、第２款総務費など４款で、８項１５目に区分し執行しており、予算現額１兆

１，４９７億９，９３９万余円、支出済額１兆１，３６７億４，６１１万余円、不用額１３０

億５，３２８万余円、執行率９８．９％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都債の元利償還金、減債基金積立金等に充当する経費の公債費会計への繰出しに要したもの 

（款）公債費 （項）公債費 （目）公債費会計繰出金 473,291,342 

公営企業会計に対する経費補給及び出資金に要したもの 

（款）諸支出金 （項）他会計支出金 （目）公営企業会計支出金 239,958,009 

 

（２）用地会計 

この会計は、公園、河川の整備等を円滑に推進するための用地の先行取得に関する収支を経

理するものである。 

財源は、財産売払収入（公共用地先行取得債の元利償還金及び減債基金積立金等の経費相当

分等を収入するもの）、一般会計繰入金、都債等を合わせた２１８億余円であり、用地買収、

都債の償還等に要する経費として１４２億余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 25,367 21,839 21,839 0 0 △  3,527 86.1 

平成２６年度 29,835 28,378 28,378 0 0 △  1,457 95.1 

比  較 
増(△)減 

額 △  4,468 △  6,538 △  6,538 0 0   

率 △  15.0 △  23.0 △  23.0 ― ―   
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（内訳）                              （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

財 産 収 入 8,987,619 11,196,192 2,208,573 124.6 

繰 入 金 1,812,000 1,499,856 △       312,143 82.8 

諸 収 入 1,098 287 △           810 26.2 

都   債 9,946,000 1,579,000 △     8,367,000 15.9 

繰 越 金 4,620,544 7,564,484 2,943,940 163.7 

計 25,367,261 21,839,820 △     3,527,440 86.1 

歳入は、第１款財産収入など５款であり、予算現額２５３億６，７２６万余円、収入済額

２１８億３，９８２万余円、比較減額３５億２，７４４万余円、収入率８６．１％である。  

（主な内容）                              （単位：千円） 

公共用地先行取得債の元利償還金及び減債基金積立金等の経費相当分等を収入するもの 

（款）財産収入 （項）財産売払収入 （目）不動産売払収入 11,173,820 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 7,564,484 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 25,367 14,275 150 10,941 56.3 

平成２６年度 29,835 20,813 149 8,872 69.8 

比  較 

増(△)減 

額 △     4,468 △      6,538     1    2,068  

率 △      15.0 △      31.4       1.0       23.3  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

用 地 費 25,367,261 14,275,336 150,742 10,941,182 56.3 

歳出は、第１款用地費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額２５３億６，７２６

万余円、支出済額１４２億７，５３３万余円、翌年度繰越額１億５，０７４万余円、不用額

１０９億４，１１８万余円、執行率５６．３％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費１億３，２９０万円、事故繰越し１，７８４万余円である。

繰越明許費の内容は、主に用地取得に係る補償費に要する経費である。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

公共用地の先行取得等に要したもの 

（款）用地費 （項）用地買収費 （目）諸用地先行取得費 14,275,336 

 

（３）公債費会計 

この会計は、一般会計、特別会計及び公営企業会計における都債の発行・償還等に関する収

支を一括計上し、経理するものである。 

財源は、各会計からの繰入金、都債等を合わせた１兆５，８３４億余円であり、各会計にお

ける都債の元利償還等に要する経費として同額を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 1,598,569 1,583,478 1,583,478 0 0 △ 15,090 99.1 

平成２６年度 1,856,650 1,841,321 1,841,321 0 0 △ 15,328 99.2 

比  較 
増(△)減 

額 △258,081 △257,843 △257,843 0 0   

率 △  13.9 △  14.0 △  14.0 ― ―   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

財 産 収 入 2,470,000 2,585,283 115,283 104.7 

繰 入 金 1,190,379,320 1,175,316,494 △    15,062,825 98.7 

諸 収 入 680 10,166           9,486 ― 

都   債 405,719,000 405,566,473 △       152,527 100.0 

計 1,598,569,000 1,583,478,417 △    15,090,582 99.1 

歳入は、第１款財産収入など４款であり、予算現額１兆５，９８５億６，９００万円、

収入済額１兆５，８３４億７，８４１万余円、比較減額１５０億９，０５８万余円、収入

率９９．１％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

元利償還金等に要した一般会計からの繰入金 

（款）繰入金 （項）繰入金 （目）一般会計繰入金 473,291,342 

一般会計の借換債による都債の収入 

（款）都債 （項）都債 （目）一般会計借換債 377,841,473 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 1,598,569 1,583,478 0 15,090 99.1 

平成２６年度 1,856,650 1,841,321 0 15,328 99.2 

比  較 

増(△)減 

額 △    258,081 △    257,843 0 △       237  

率 △      13.9 △      14.0 ― △       1.6  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

公 債 費 1,598,569,000 1,583,478,417 0 15,090,582 99.1 

歳出は、第１款公債費で、１項５目に区分し執行しており、予算現額１兆５，９８５億

６，９００万円、支出済額１兆５，８３４億７，８４１万余円、不用額１５０億９，０５８

万余円、執行率９９．１％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都債の元金償還金に要したもの 

（款）公債費 （項）公債費 （目）元金償還金 1,124,774,958 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土    地 

建    物 

無体 財産権 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

財産の信託の受益権 

２ 物  品 

３ 基  金 

 

      4,879,003.96 ㎡ 

        449,711.64 ㎡ 

著作権        １１ 件 

株 券 

     1,724,328,880 円 

       684,000,000 円 

                ３ 件 

              ７５ 点 

 2,942,965,959,302 円 

 

      4,893,877.64 ㎡ 

        446,549.29 ㎡ 

著作権        １０ 件 

株 券 

     1,724,328,880 円 

       684,000,000 円 

                ３ 件 

              ７４ 点 

 2,313,404,616,259 円 

 

 △      14,873.68 ㎡ 

         3,162.35 ㎡ 

                １ 件 

 

                 0 円 

0 円 

                ０ 件 

               １ 点 

  629,561,343,043 円 

財務局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧豊玉仲町第７住宅敷地（３，９２２．５４㎡）を建設局に所管換したこ

と及び旧西国分寺地区整備事業用地（２，０００．０３㎡）を国分寺市に売り払ったこと

などによるもの 
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・建物の増加は、旧足立都税事務所（３，２６１．３５㎡）を主税局から引き受けたことなど

によるもの 

・無体財産権（著作権）の増加は、「平成２７年東京都基準地価格」を登録したことによる

もの 

・基金の増加は、防災街づくり基金（３，０００億余円）、財政調整基金（１，６９２億余

円）及び社会資本等整備基金（１，１４２億余円）を積み立てたことなどによるもの 

である。 

 



 - 58 - 

主 税 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

地方消費税清算会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

主 税 局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、主税局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

都          税 5,205,752,126 5,183,568,921 △     22,183,204 99.6 

地 方 譲 与 税 276,717,058 271,981,082 △      4,735,975 98.3 

助 成 交 付 金 29,808 29,961           153 100.5 

分担金及負担金 0 62,243 62,243 ― 

使用料及手数料 371,769 391,052           19,283 105.2 

国 庫 支 出 金 77,800 148,933 71,133 191.4 

財 産 収 入 6,941 10,584             3,643 152.5 

寄  附  金 10,192 10,007 △            185 98.2 

繰  入  金 1,000 441 △            558 44.1 

諸  収  入 6,036,775 5,838,847 △        197,927 96.7 

計 5,489,003,469 5,462,042,073 △     26,961,395 99.5 

歳入は、第１款都税など１０款であり、予算現額５兆４，８９０億３４６万余円、収入済

額５兆４，６２０億４，２０７万余円、比較減額２６９億６，１３９万余円、収入率９９．５％

である。 

なお、第１款都税(項：都民税など１２項)において、不納欠損額（１０１億１，１９３万

余円）及び収入未済額（６７２億５，９６７万余円）が、第１２款諸収入(項：延滞金及加算

金)において、不納欠損額（９億３，７４５万余円）及び収入未済額（３８億４，９９１万余

円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

個人都民税 

（款）都税 （項）都民税 （目）個人 881,940,618 

法人都民税 

（款）都税 （項）都民税 （目）法人 870,759,677 

法人事業税 

（款）都税 （項）事業税 （目）法人 892,771,223 

固定資産税 

（款）都税 （項）固定資産税 （目）固定資産税 1,157,091,153 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

徴   税   費 66,693,498 63,758,421 1,007,800 1,927,276 95.6 

諸 支 出 金 56,042,000 48,755,791 0 7,286,208 87.0 

計 122,735,498 112,514,213 1,007,800 9,213,484 91.7 

歳出は、第３款徴税費など２款で、５項９目に区分し執行しており、予算現額１，２２７

億３，５４９万余円、支出済額１，１２５億１，４２１万余円、翌年度繰越額１０億７８０

万円、不用額９２億１，３４８万余円、執行率９１．７％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費１０億７８０万円で、その内容は、世田谷都税事務所改築に

要する経費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都税の徴収及び滞納処分、個人都民税徴収取扱等に対する交付金に要したもの 

（款）徴税費 （項）徴収費 （目）徴収事務費 25,536,152 

都税の過誤納に係る還付金等に要したもの 

（款）諸支出金 （項）諸費 （目）過誤納還付金 46,451,530 

 

（２）地方消費税清算会計 

この会計は、各都道府県間において消費地と課税地を一致させるために行う地方消費税の清

算に関する収支を経理するものである。 

財源は、国から払い込まれる清算前の地方消費税１兆４，９４０億余円、各道府県から支払

われる清算金４，８９４億余円等を合わせた２兆１，２２６億余円であり、各道府県に支払う

清算金１兆３，０４２億余円、一般会計への繰出金７，００４億余円等を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 2,211,190 2,122,695 2,122,695 0 0 △ 88,494 96.0 

平成２６年度 1,387,442 1,294,016 1,294,016 0 0 △ 93,425 93.3 

比  較 
増(△)減 

額 823,748 828,679 828,679 0 0   

率 59.4 64.0    64.0 ― ―   
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（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

地 方 消 費 税 1,589,625,000 1,494,073,534 △     95,551,465 94.0 

諸  収  入 482,401,000 489,458,591    7,057,591 101.5 

繰  越  金 139,164,000 139,163,150 △        849 100.0 

計 2,211,190,000 2,122,695,276 △     88,494,723 96.0 

歳入は、第１款地方消費税など３款であり、予算現額２兆２，１１１億９，０００万円、

収入済額２兆１，２２６億９，５２７万余円、比較減額８８４億９，４７２万余円、収入

率９６．０％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

国から払い込まれる清算前の地方消費税 

（款）地方消費税 （項）地方消費税 （目）地方消費税 1,494,073,534 

清算によって他の道府県から払い込まれる地方消費税清算金収入 

（款）諸収入 （項）地方消費税清算金収入 （目）地方消費税清算金収入 489,458,150 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

平成２７年度 2,066,990 2,009,190 0  57,799 97.2 

平成２６年度 1,211,562 1,154,853 0  56,708 95.3 

比  較 

増(△)減 

額      855,428     854,337 0     1,090  

率      70.6        74.0 ―       1.9  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

地方消費税清算費 2,066,990,000 2,009,190,625 0 57,799,374 97.2 

歳出は、第１款地方消費税清算費で、１項３目に区分し執行しており、予算現額２兆６６９

億９，０００万円、支出済額２兆９１億９，０６２万余円、執行率９７．２％である。  

（主な内容）                              （単位：千円） 

消費地と課税地を一致させるための調整に係る関係道府県との清算に要したもの 

（款）地方消費税清算費 （項）地方消費税清算費 （目）地方消費税清算金 1,304,240,842 

清算後の地方消費税収入額等について一般会計へ繰り出すために要したもの 

（款）地方消費税清算費 （項）地方消費税清算費 （目）一般会計繰出金 700,423,760 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

出資による権利 

２ 物  品 

 

 

      52,221.62 ㎡ 

     103,187.67 ㎡ 

    300,200,000 円 

           ７６ 点 

 

 

        53,978.90 ㎡ 

      115,369.38 ㎡ 

    300,200,000 円 

           ８２ 点 

  

        

       

              

 

 

 

△   1,757.28 ㎡ 

 △     12,181.71 ㎡ 

               0 円 

△       ６点 

  主税局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、旧足立都税事務所敷地（１，４８７．２１㎡）を財務局へ引き継いだこと

などによるもの 

・建物の減少は、立川合同庁舎（５，０１７．１０㎡）及び墨田都税事務所（３，６８２．４８

㎡）を除却したことなどによるもの 

である。 
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生 活 文 化 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

生活文化局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、生活文化局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

  ア 公有財産について 

  ＜出資による権利＞ 

（ア）出資による権利４億６，０３９万２，３８６円（（公財）東京都歴史文化財団出えん金（東

京芸術文化創造発信助成事業）ほか２件）が過大に登載されている。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料 1,350,793 1,355,626 4,833 100.4 

国 庫 支 出 金 41,330,001 35,825,969 △     5,504,031 86.7 

財 産 収 入 58,106 62,511          4,405 107.6 

寄  附  金 0 260 260   ― 

繰  入  金 137,023 136,308  △        714 99.5 

諸  収  入 543,369 550,238           6,869 101.3 

計 43,419,292 37,930,914 △     5,488,377 87.4 

歳入は、第７款使用料及手数料など６款であり、予算現額４３４億１，９２９万余円、収

入済額３７９億３，０９１万余円、比較減額５４億８，８３７万余円、収入率８７．４％で

ある。 

なお、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：雑入）において、不納欠損額（３６６

万余円）及び収入未済額（８億８，３６３万余円、うち育英資金貸付金８億５，２１２万余

円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

旅券発給等の手数料 

（款）使用料及手数料 （項）手数料 （目）生活文化手数料 1,283,045 

高等学校等就学支援金交付金等に係る国庫補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）学務費国庫補助金 35,462,257 

育英資金貸付金元利収入 

（款）諸収入 （項）貸付金元利収入 （目）学務費貸付金元利収入 452,406 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

生 活 文 化 費 35,250,447 32,611,589 0 2,638,857 92.5 

学  務  費 178,992,562 164,510,072 0 14,482,489 91.9 

諸 支 出 金 1,617,527 1,616,715 0 811 99.9 

計 215,860,536 198,738,377 0 17,122,158 92.1 
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歳出は、第４款生活文化費など３款で、４項１１目に区分し執行しており、予算現額２，１５８

億６，０５３万余円、支出済額１，９８７億３，８３７万余円、不用額１７１億２，２１５

万余円、執行率９２．１％である。  

（主な内容）                              （単位：千円） 

文化振興施策の企画調整等に要したもの 

（款）生活文化費 （項）生活文化費 （目）文化振興費 22,528,538 

私立学校経常費補助等に要したもの 

（款）学務費 （項）私立学校振興費 （目）助成費 162,998,939 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

物     権 

無 体 財 産 権 

 

   有  価  証  券 

 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

       110,060.50 ㎡ 

       230,024.63 ㎡ 

地上権   1,020.61 ㎡ 

著作権     ２０１ 件 

商標権         １ 件 

株 券 

      675,000,000 円 

    1,067,000,000 円 

       ３，９４３ 点 

    2,578,907,064 円 

   10,292,455,136 円 

 

       110,060.50 ㎡ 

       230,125.69 ㎡ 

地上権   1,020.61 ㎡ 

著作権     １９８ 件 

商標権         １ 件 

株 券 

      675,000,000 円 

      892,000,000 円 

       ３，８５４ 点 

    3,037,713,764 円 

    4,392,100,606 円 

 

0 ㎡ 

△        101.06 ㎡ 

                0 ㎡ 

             ３ 件 

               ０ 件 

 

 0 円 

175,000,000 円 

           ８９ 点 

 △   458,806,700 円 

    5,900,354,530 円 

生活文化局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・建物の減少は、東京都写真美術館（２６．７４㎡）を増改築したものの、東京都庭園美術

館レストラン（１２７．８０㎡）を除却したことによるもの 

・無体財産権（著作権）の増加は、「消費者教育ＤＶＤ「リーガル☆レッスン♪～民法と契約

の基礎を学ぶ～」」などを登録したことによるもの 

・出資による権利の増加は、（公財）東京都歴史文化財団出えん金（東京芸術文化創造発信助

成事業）（１億５，０００万円）などを出えんしたことによるもの 

・債権の減少は、育英資金貸付金（４億４，５１３万余円）の返還などによるもの 

・基金の増加は、高等学校等生徒修学支援基金（３５億５，５８８万余円）などを取り崩し

たものの、芸術文化振興基金（１００億円）を積み立てたことによるもの 
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である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

公衆浴場施設確保資金貸付金 ３８，０６７ ０ 

育英資金貸付金 １，４３５，３１９ ７７３，００２ 

進学奨励事業学資金貸付金 ２７，９９０ ７９，１１９ 

合      計 １，５０１，３７７ ８５２，１２１ 

※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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オリンピック・パラリンピック準備局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

オリンピック・パラリンピック準備局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び 

財産に関する調書について、オリンピック・パラリンピック準備局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

  ア 出資による権利について 

（ア）出資による権利９９８万８，９４３円（（公社）東京都障害者スポーツ協会出えん金（障

害者スポーツの理解促進、普及啓発に向けた支援事業の実施に係る出えん））が過大に計上

されている。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 11,368 16,420       5,052 144.4 

財 産 収 入 914 914 0     100.1 

寄  附  金 0 1,748 1,748    ― 

諸  収  入 8,589 8,456 △            132      98.5 

計 20,871 27,540 6,669     132.0 

歳入は、第７款使用料及手数料など４款であり、予算現額２，０８７万余円、収入済額 

２，７５４万余円、比較増額６６６万余円、収入率１３２．０％である。 

(主な内容）                              （単位：千円） 

障害者スポーツセンターの使用料等の収入 

（款）使用料及手数料 （項）使用料 （目）スポーツ振興使用料 15,971 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率 

スポーツ振興費 44,928,969 41,190,413 0 3,738,555 91.7 

歳出は、第５款スポーツ振興費で、３項５目に区分し執行しており、予算現額４４９億 

２，８９６万余円、支出済額４１１億９，０４１万余円、不用額３７億３，８５５万余円、

執行率９１．７％である。 

(主な内容）                              （単位：千円） 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に関連する都の施策及び開催準備に要し

たもの 

（款）スポーツ振興費 
（項）オリンピック・パラ

リンピック準備費 

（目）オリンピック・パラ

リンピック準備費 
22,742,024 

スポーツの普及振興、スポーツ施設の管理、競技力向上に係る施策等に要したもの 

（款）スポーツ振興費 （項）スポーツ推進費 （目）スポーツ推進費 14,652,646 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

動     産 

無 体 財 産 権 

 

  有  価  証  券 

  

出資による権利 

２ 物  品 

 

       383,937.48 ㎡ 

       279,973.04 ㎡ 

浮桟橋     ５ 個 

著作権         ６ 件 

商標権        １ 件 

株 券 

3,500,000,000 円 

    7,038,000,000 円 

         ２６９ 点 

 

       321,073.17 ㎡ 

       278,770.82 ㎡ 

浮桟橋     ５ 個 

著作権         ６ 件 

商標権        ２ 件 

株 券 

3,500,000,000 円 

    6,838,000,000 円 

         ２６９ 点 

 

       62,864.31 ㎡ 

        1,202.22 ㎡ 

         ０ 個 

             ０ 件 

△         １ 件 

 

0 円 

     200,000,000 円 

           ０ 点 

オリンピック・パラリンピック準備局で所管している財産は上表のとおりであり、 

・土地の増加は、有明アリーナ（仮称）用地（３万６，５７６．０５㎡）を臨海地域開発事

業会計から所管換したことなどによるもの 

・建物の増加は、駒沢オリンピック公園総合運動場弓道場（１，３６８．７５㎡）を新築し

たことなどによるもの 

・無体財産権（商標権）の減少は、「スポーツ祭東京２０１３」が存続期間満了により消滅し

たことによるもの 

・出資による権利の増加は、（公社）東京都障害者スポーツ協会出えん金を出えんしたこと

によるもの 

である。 
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都 市 整 備 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

都営住宅等事業会計 

都営住宅等保証金会計 

都市開発資金会計 

臨海都市基盤整備事業会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

都市整備局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、都市整備局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質

収支に関する調書は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

   ア 債権について 

   （ア）債権１，３５５万１１５円（生活再建資金貸付金）が過大に計上されている。 

   （イ）債権６，４３６万８，５２８円（敷金）が計上漏れとなっている。 
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２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 66,328 172,496 106,168 260.1 

使用料及手数料 1,682,183 1,578,259 △       103,923 93.8 

国 庫 支 出 金 5,664,286 4,305,374 △    1,358,911 76.0 

財 産 収 入 16,756,995 14,303,569 △   2,453,425 85.4 

繰  入  金 2,464,560 2,391,833 △        72,726 97.0 

諸  収  入 43,646,154 43,973,347 327,193 100.7 

計 70,280,506 66,724,880 △     3,555,625 94.9 

歳入は、第６款分担金及負担金など６款であり、予算現額７０２億８，０５０万余円、収

入済額６６７億２，４８８万余円、比較減額３５億５，５６２万余円、収入率９４．９％で

ある。 

なお、第９款財産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において、収入未済額（４

億３，５２７万余円、うち再開発保留床売払収入４億３，５１２万余円）が、第１２款諸収入

（項：延滞金及加算金、項：貸付金元利収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）において、不

納欠損額（１，７１４万余円）及び収入未済額（１１億９，１９９万余円、うち売却年賦払利

子収入３億８，０５１万余円、生活再建資金２億９，０５５万余円）が生じている。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

東京都事務手数料条例等に基づく手数料収入 

（款）使用料及手数料 （項）手数料 （目）都市整備手数料 1,548,447 

土地区画整理助成費等の国庫補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）都市整備費国庫補助金 3,850,619 

株式配当金及び土地信託配当金 

（款）財産収入 （項）財産運用収入 （目）利子及配当金 6,246,749 

土地の売払代金等 

（款）財産収入 （項）財産売払収入 （目）不動産売払収入 7,486,832 

都市開発資金会計からの繰入金 

（款）繰入金 （項）特別会計繰入金 （目）都市開発資金会計繰入金 2,386,613 

東京都住宅供給公社貸付金等の貸付金元利収入 

（款）諸収入 （項）貸付金元利収入 （目）都市整備費貸付金元利収入 43,502,595 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

都 市 整 備 費 119,316,257 105,363,535 2,874,176 11,078,545 88.3 

歳出は、第６款都市整備費で、５項２３目に区分し執行しており、予算現額１，１９３

億１，６２５万余円、支出済額１，０５３億６，３５３万余円、翌年度繰越額２８億７，４１７

万余円、不用額１１０億７，８５４万余円、執行率８８．３％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費２８億７，４１７万余円で、主な内容は、都市改造事業に要

する経費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都市基盤施設等助成に要したもの 

（款）都市整備費 （項）都市基盤整備費 （目）都市基盤施設等助成費 14,394,411 

都市改造事業に要したもの 

（款）都市整備費 （項）市街地整備費 （目）都市改造費 19,100,899 

建築指導事務及び耐震改修促進事業等に要したもの 

（款）都市整備費 （項）建築行政費 （目）建築指導費 5,466,158 

都営住宅等事業会計への繰出し等に要したもの 

（款）都市整備費 （項）住宅費 （目）管理費 31,351,185 
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（２）都営住宅等事業会計 

この会計は、都営住宅等の建設及び管理に関する収支を経理するものである。 

財源は、住宅使用料、国庫負担金、一般会計繰入金、都債等を合わせた１，６５７億余円で

あり、都営住宅等の管理運営・公営住宅建設等に要する経費、公債費会計及び都営住宅等保証

金会計への繰出金等として１，６４６億余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 185,540 169,708 165,727 880 3,105 △ 19,812 89.3 

平成２６年度 176,226 166,208 163,457 60 2,694 △ 12,768 92.8 

比  較 

増(△)減 

額   9,314    3,499 2,269     820      411   

率   5.3  2.1    1.4 ―    15.3   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 582,077 189,009 △    393,067 32.5 

使用料及手数料 69,415,045 69,466,203       51,158 100.1 

国 庫 支 出 金 37,206,552 28,932,954 △     8,273,597 77.8 

財 産 収 入 2,228,893 2,234,530         5,637 100.3 

繰  入  金 37,282,090 33,466,770 △     3,815,319 89.8 

諸  収  入 5,488,729 5,278,863 △    209,865 96.2 

都     債 33,121,000 24,862,000 △     8,259,000 75.1 

繰  越  金 215,614 1,297,281 1,081,667 601.7 

計 185,540,000 165,727,613 △    19,812,386 89.3 

歳入は、第１款分担金及負担金など８款であり、予算現額１，８５５億４，０００万円、

収入済額１，６５７億２，７６１万余円、比較減額１９８億１，２３８万余円、収入率８９．３％

である。 

なお、第２款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（４億７，０２３万余

円）及び収入未済額（１５億９，９５０万余円、うち都営住宅使用料１５億２，４２６万余

円）が、第４款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未済額（５０８万余円）が、

第６款諸収入（項：雑入）において、不納欠損額（４億１，０３８万余円）及び収入未済額

（１５億１１５万余円、うち住宅使用停止後引き続き住宅を使用した損害金１２億４，２７５

万余円、退去時の原状回復に係る居住者負担金２億２，２７９万余円）が生じている。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

都営住宅等の使用料収入 

（款）使用料及手数料 （項）使用料 （目）住宅使用料 69,465,288 

公営住宅建設事業等の国庫負担金 

（款）国庫支出金 （項）国庫負担金 （目）国庫負担金 28,079,691 

都営住宅等事業に充当する一般会計からの繰入金 

（款）繰入金 （項）一般会計繰入金 （目）一般会計繰入金 30,015,770 

都営住宅等事業に対する都債収入 

（款）都債 （項）都債 （目）住宅債 24,862,000 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

平成２７年度 185,540 164,689 10,523 10,327 88.8 

平成２６年度 176,226 162,160 9,332 4,733 92.0 

比  較 

増(△)減 

額 9,314 2,528 1,191 5,594  

率 5.3 1.6 12.8 118.2  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

都営住宅等事業費 185,540,000 164,689,119 10,523,000 10,327,880 88.8 

歳出は、第１款都営住宅等事業費で、１項５目に区分し執行しており、予算現額１，８５５

億４，０００万円、支出済額１，６４６億８，９１１万余円、翌年度繰越額１０５億２，３００

万円、不用額１０３億２，７８８万余円、執行率８８．８％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費１０５億２，３００万円で、その内容は、公営住宅建設事業

等に要する経費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都営住宅等の管理運営に要したもの 

（款）都営住宅等事業費 （項）都営住宅等事業費 （目）住宅管理費 55,456,510 

公営住宅建設等に要したもの 

（款）都営住宅等事業費 （項）都営住宅等事業費 （目）住宅建設費 58,011,465 

公債費会計及び都営住宅等保証金会計への繰出しに要したもの 

（款）都営住宅等事業費 （項）都営住宅等事業費 （目）特別会計繰出金 42,658,468 
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（３）都営住宅等保証金会計 

この会計は、都営住宅、特定公共賃貸住宅等の保証金（敷金）及び定期借地権設定に係る保

証金に関する収支を経理するものである。 

財源は、保証金収入、前年度からの繰越金等を合わせた１０９億余円であり、住宅退去者へ

の保証金返還金、住宅営繕等に要する経費として４０億余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 11,047 10,979 10,967 0 12 △     79 99.3 

平成２６年度 14,206 13,786 13,770 0 15 △    435 96.9 

比  較 

増(△)減 

額 △  3,159 △  2,806 △  2,803 0 △      3   

率 △  22.2 △  20.4 △  20.4 ― △  20.5    

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

保証金収入 521,000 498,180 △        22,819 95.6 

繰  入  金 843,000 842,440 △           560 99.9 

諸  収  入 2,000 3,470            1,470 173.5 

繰  越  金 9,681,000 9,623,739 △        57,260 99.4 

計 11,047,000 10,967,830 △        79,169 99.3 

歳入は、第１款保証金収入など４款であり、予算現額１１０億４，７００万円、収入済

額１０９億６，７８３万余円、比較減額７，９１６万余円、収入率９９．３％である。 

なお、第１款保証金収入（項：住宅保証金収入、項：定期借地権保証金収入）において、

収入未済額（１，２０５万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都営住宅の保証金収入 

（款）保証金収入 （項）住宅保証金収入 （目）都営住宅保証金収入 444,313 

都営住宅等事業会計に対する貸付金元金の返還金 

（款）繰入金 （項）都営住宅等事業会計繰入金 （目）貸付金元金返還繰入金 800,000 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 9,623,739 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

平成２７年度 4,543 4,015 0 527 88.4 

平成２６年度 4,172 4,147 0 24 99.4 

比  較 

増(△)減 

額 371 △    131 0 502  

率 8.9 △    3.2 ―       ―  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

返 還 金 576,000 564,639 0 11,360 98.0 

繰 出 金 3,967,000 3,451,000 0 516,000 87.0 

計 4,543,000 4,015,639 0 527,360 88.4 

歳出は、第１款返還金など２款で、３項５目に区分し執行しており、予算現額４５

億４，３００万円、支出済額４０億１，５６３万余円、不用額５億２，７３６万余円、執行

率８８．４％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都営住宅退去者に対する保証金返還に要したもの 

（款）返還金 （項）住宅保証金返還金 （目）都営住宅保証金返還金 515,161 

住宅営繕等に要する経費を都営住宅等事業会計へ繰り出すことに要したもの 

（款）繰出金 （項）繰出金 （目）都営住宅等事業会計繰出金 3,451,000 
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（４）都市開発資金会計 

この会計は、既成市街地の計画的な整備改善を図るため、国から資金を借り受けて行う都市

施設用地の先行取得事業に関する収支を経理するものである。 

財源は、土地売払収入等の２３億余円であり、一般会計への繰出金（先行取得した用地に係

る売払代金等）等に要する経費として同額を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 3,474 2,386 2,386 0 0 △  1,087 68.7 

平成２６年度 9,269 6,318 6,318 0 0 △  2,950 68.2 

比  較 

増(△)減 

額 △  5,795 △ 3,931 △  3,931 0 0   

率 △ 62.5 △  62.2  △  62.2  ― ―   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

財 産 収 入 2,457,309 2,386,922 △          70,386 97.1 

繰  入  金 16,250 0 △          16,250 0 

諸  収  入 440 45 △             394 10.3 

都     債 1,000,000 0 △       1,000,000 0 

繰  越  金 1 0 △               1 0 

計 3,474,000 2,386,968 △       1,087,031 68.7 

歳入は、第１款財産収入など５款であり、予算現額３４億７，４００万円、収入済額２３

億８，６９６万余円、比較減額１０億８，７０３万余円、収入率６８．７％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都市施設用地の貸付収入 

（款）財産収入 （項）財産運用収入 （目）財産貸付収入 24,734 

都市施設用地の売払収入 

（款）財産収入 （項）財産売払収入 （目）土地売払収入 2,362,188 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

平成２７年度 3,474 2,386 0 1,087 68.7 

平成２６年度 9,269 6,318 0 2,950 68.2 

比  較 

増(△)減 

額 △      5,795 △      3,931 0 △      1,863  

率 △      62.5 △     62.2 ― △     63.2   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

用 地 費 3,474,000 2,386,968 0 1,087,031 68.7 

歳出は、第１款用地費で、１項３目に区分し執行しており、予算現額３４億７，４００万

円、支出済額２３億８，６９６万余円、不用額１０億８，７０３万余円、執行率６８．７％

である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

先行取得した用地に係る売払代金等を一般会計へ繰り出すことに要したもの 

（款）用地費 （項）用地費 （目）一般会計繰出金 2,386,613 
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（５）臨海都市基盤整備事業会計 

この会計は、臨海副都心の開発整備に必要な都心部と副都心部を結ぶ広域幹線道路等の整備

を行い、併せて晴海、豊洲、有明北地区の開発整備を土地区画整理事業で行う臨海都市基盤整

備事業に関する収支を経理するものである。 

財源は、臨海地域開発事業会計等からの繰入金、前年度からの繰越金等を合わせた１３４億

余円であり、臨海都市基盤整備事業に要する経費として５１億余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 16,406 13,412 13,412 0 0 △ 2,994 81.7 

平成２６年度 23,307 20,063 20,063 0 0 △  3,243 86.1 

比  較 

増(△)減 

額 △ 6,900 △  6,651 △  6,651 0 0    

率 △  29.6 △  33.2 △  33.2 ― ―   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 1,157 0 △      1,157 0 

使用料及手数料 2,566 17,332          14,766 675.5 

繰  入  金 5,604,600 1,924,336 △       3,680,263 34.3 

諸  収  入 97 181               84 187.3 

繰  越  金 10,798,530 11,470,295 671,765 106.2 

計 16,406,950 13,412,145 △       2,994,804 81.7 

歳入は、第１款分担金及負担金など５款であり、予算現額１６４億６９５万円、収入済

額１３４億１，２１４万余円、比較減額２９億９，４８０万余円、収入率８１．７％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

臨海地域開発事業会計からの繰入金 

（款）繰入金 （項）公営企業会計繰入金 （目）臨海地域開発事業会計繰入金 1,745,594 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 11,470,295 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

平成２７年度 14,379 5,133 881 8,364 35.7 

平成２６年度 16,068 8,593 1,239 6,235 53.5 

比  較 

増(△)減 

額 △      1,688 △     3,459 △       357      2,128  

率 △   10.5 △      40.3 △     28.8      34.1  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

臨海都市基盤整備費 14,379,327 5,133,123 881,847 8,364,356 35.7 

歳出は、第１款臨海都市基盤整備費で、１項３目に区分し執行しており、予算現額１４３

億７，９３２万余円、支出済額５１億３，３１２万余円、翌年度繰越額８億８，１８４万余

円、不用額８３億６，４３５万余円、執行率３５．７％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費８億８，１８４万余円で、その内容は、街路整備に要する経

費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

晴海地区、豊洲地区及び有明北地区の臨海都市基盤整備事業に要したもの 

（款）臨海都市基盤整備費 （項）臨海都市基盤整備費 （目）開発費 4,720,963 

臨海都市基盤整備事業に係る都債償還に要したもの 

（款）臨海都市基盤整備費 （項）臨海都市基盤整備費 （目）公債費会計繰出金 234,395 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区  分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土     地 

   建     物 

   物     権 

   無 体 財 産 権 

 

   有 価 証 券 

 

   出資による権利 

  財産の信託の受益権 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

    18,770,653.95 ㎡ 

    17,952,306.63 ㎡ 

地上権   1,638.42 ㎡ 

著作権       ２９ 件 

商標権      ２ 件 

株 券 

  162,582,799,500 円 

  295,600,972,200 円 

               １ 件 

           １５４ 点 

  949,340,289,425 円 

 

    18,841,374.70 ㎡ 

    18,000,219.56 ㎡ 

地上権   1,278.42 ㎡ 

著作権       ２９ 件 

商標権      ２ 件 

株 券 

  162,582,799,500 円 

  293,786,972,200 円 

               １ 件 

           １５６ 点 

  991,164,033,767 円 

 

 △     70,720.75 ㎡ 

△     47,912.93 ㎡ 

              360 ㎡ 

               ０ 件 

               ０ 件 

 

0 円 

    1,814,000,000 円 

               ０ 件 

△            ２ 点 

 △41,823,744,342 円 

都市整備局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、多摩ニュータウン事業用地（２万５，３６４．２１㎡）を売り払ったこと

及び多摩ニュータウン事業用地（１万４，７１８．２８㎡）を教育庁へ所管換したことな

どによるもの 

・建物の減少は、下馬アパート９棟（１万８，５１４．４１㎡）、高砂アパート１４棟（１

万８，５０１．８２㎡）及び上沼田アパート１７棟（１万６，７９１．６１㎡）を除却し

たことなどによるもの 

・物権（地上権）の増加は、仮換地に設定した地上権（３６０㎡）が、換地処分により確定

したことによるもの 

・出資による権利の増加は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に出資したこと

によるもの 

・債権の減少は、（独）日本高速道路保有・債務返済機構貸付金（１５８億６，７８２万余

円）、東京都住宅供給公社貸付金（１４８億８４７万余円）及び首都圏新都市鉄道㈱貸付

金（９９億１，３４８万円）の返還などによるもの 

である。 
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イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

東京都地下鉄建設㈱貸付金 ２０１，４５０，５９２ ０ 

多摩都市モノレール㈱貸付金 １８，６００，０００ ０ 

首都圏新都市鉄道㈱貸付金 ９８，３１１，５８４ ０ 

東京都住宅供給公社貸付金 ４２３，７７６，８９７ ０ 

住宅資金貸付金 ９７，３６２ １４０，６８５ 

多摩ニュータウン活性化事業貸付金 ２８８，８７５ ０ 

土地区画整理組合等貸付金 ５０，０００ ０ 

羽田空港再拡張事業貸付金 １０８，５２８，０００ ０ 

（独）日本高速道路保有・債務返済機構貸付金 ９３，５３３，７３３ ０ 

生活再建資金貸付金 ３０９，３２６ ２２７，２０７ 

緊急輸送道路沿道建築物耐震改修等支援融資預託 金 ５４，８３７ ０ 

合   計   ９４５，００１，２０９ ３６７，８９２ 

※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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環   境   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

環境局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、環境局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか  

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 685,015 537,423 △    147,591 78.5 

国 庫 支 出 金 390,567 295,946 △    94,620 75.8 

財 産 収 入 39,827 41,021 1,194 103.0 

寄  附  金 50,000 29,415 △     20,584 58.8 

繰  入  金 1,286,995 1,029,420 △    257,574 80.0 

諸  収  入 3,631,372 3,606,630 △     24,741 99.3 

計 6,083,776 5,539,857 △    543,918 91.1 

歳入は、第７款使用料及手数料など６款であり、予算現額６０億８，３７７万余円、収入

済額５５億３，９８５万余円、比較減額５億４，３９１万余円、収入率９１．１％である。 

なお、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：雑入）において、不納欠損額（２６１万

余円）及び収入未済額（１億６，０２０万余円、うち公害防止資金１億５，７６１万余円）

が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

一般廃棄物の埋立処分費等の収入 

（款）諸収入 （項）受託事業収入 （目）環境費受託事業収入 3,075,415 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

環  境  費 78,639,941 71,574,567 105,860 6,959,513 91.0 

諸 支 出 金 151,330 151,329 0 0 100.0 

計 78,791,271 71,725,896 105,860 6,959,514 91.0 

歳出は、第７款環境費など２款で、４項１１目に区分し執行しており、予算現額７８７億

９，１２７万余円、支出済額７１７億２，５８９万余円、翌年度繰越額１億５８６万円、不

用額６９億５，９５１万余円、執行率９１．０％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費１億５８６万円で、その内容は、山のふるさと村擁壁及び奥

多摩地区登山道の改修工事、三宅島富賀浜園地便所及び園路設置工事に要する経費である。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

地球温暖化対策、環境エネルギー政策、水素エネルギーの利活用等の推進に要したもの 

（款）環境費 （項）環境保全費 （目）地球環境エネルギー費 50,103,259 

水環境対策、緑地保全策、自然公園の管理・整備等に要したもの 

（款）環境費 （項）環境保全費 （目）自然環境費 6,222,485 

廃棄物の規制・指導、廃棄物の埋立処分等に要したもの 

（款）環境費 （項）廃棄物費 （目）廃棄物対策費 4,477,512 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土    地 

建    物 

山    林 

上記の立木推定蓄積量 

物    権 

 

 

 

無体財産権 

 

 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

     12,582,762.17 ㎡ 

         84,778.67 ㎡ 

      2,797,719.45 ㎡ 

         54,046.00 ㎥ 

地上権 

      5,162,443.19 ㎡ 

鉱業権 

     14,067,200.00 ㎡ 

特許権          ２ 件 

著作権          １ 件 

商標権          ４ 件 

株 券 

       187,500,000 円 

    33,801,154,455 円 

            ６６４ 点 

     2,249,280,000 円 

    44,678,098,595 円 

 

     12,565,517.27 ㎡ 

         84,026.16 ㎡ 

      2,797,719.45 ㎡ 

         54,046.00 ㎥ 

地上権 

      5,162,443.19 ㎡ 

鉱業権 

     14,067,200.00 ㎡ 

特許権          ３ 件 

著作権          １ 件 

商標権          ４ 件 

株 券 

       187,500,000 円 

    31,516,504,383 円 

            ７２７ 点 

     2,375,136,000 円 

     5,295,507,080 円 

 

         17,244.90 ㎡ 

            752.51 ㎡ 

                 0 ㎡ 

                 0 ㎥ 

              

                0 ㎡ 

 

                 0 ㎡ 

 △             １ 件 

                ０ 件 

                ０ 件 

 

                 0 円 

     2,284,650,072 円 

 △      ６３ 点 

 △   125,856,000 円 

    39,382,591,515 円 

（注）土地の面積には、山林が含まれている。 

 

環境局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、清瀬中里緑地保全用地（５，７７３．１７㎡）及び図師小野路歴史環境保

全用地（３，８０１．４５㎡）を買い入れたことなどによるもの 
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・建物の増加は、外側処分場現場管理施設（１，８７０．０８㎡）を新築したことなどによ

るもの 

・無体財産権（特許権）の減少は、「セメントキルンによる有害廃棄物の燃焼破壊処理方法」

が存続期間満了により消滅したことによるもの 

・出資による権利の増加は、公益財団法人東京都環境公社に対して、スマートエネルギーエ

リア形成推進事業基金（５５億円）及び燃料電池バス導入促進事業基金（１０億円）の造

成に係る出えんをしたことなどによるもの 

・債権の減少は、公害防止資金貸付金（１億２，５８５万余円）の返還などによるもの 

・基金の増加は、水素社会・スマートエネルギー都市づくり推進基金（４００億円）を積み

立てたことなどによるもの 

である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

公害防止資金貸付金 ７４９，２８０ １５２，９９５ 

東京都住宅向け地域冷暖房効率向上支援資金貸付金 １，５００，０００ ０ 

合   計 ２，２４９，２８０ １５２，９９５ 

※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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福 祉 保 健 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

母子父子福祉貸付資金会計 

心身障害者扶養年金会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

福祉保健局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、福祉保健局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質

収支に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）財産管理 

ア 物品について 

（ア）物品１１点（ディスプレイ装置ほか１０点）が過大に登載されている。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 162,855 224,763 61,908 138.0 

使用料及手数料 19,819,713 16,843,505 △     2,976,207 85.0 

国 庫 支 出 金 109,220,502 92,424,823 △    16,795,678 84.6 

財 産 収 入 374,115 410,124          36,009 109.6 

寄  附  金 1,000 42,799           41,799 ―  

繰  入  金 59,150,555 39,379,740 △    19,770,814 66.6 

諸  収  入 12,459,213 14,803,753 2,344,540 118.8 

計 201,187,953 164,129,511 △    37,058,441 81.6 

歳入は、第６款分担金及負担金など７款であり、予算現額２，０１１億８，７９５万余円、

収入済額１，６４１億２，９５１万余円、比較減額３７０億５，８４４万余円、収入率８１．６％

である。 

なお、第６款分担金及負担金（項：負担金）において、不納欠損額（３，６４１万余円）

及び収入未済額（４億９４１万余円、うち児童福祉施設の措置入所負担金３億７，４３４万

余円）が、第７款使用料及手数料（項：使用料、項：手数料）において、不納欠損額（１０

万余円）及び収入未済額（７，１４６万余円）が、第９款財産収入（項：財産運用収入）に

おいて、収入未済額（２７０万余円）が、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：貸付

金元利収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）において、不納欠損額（１億４，７３９万余

円）及び収入未済額（１３億９，１５６万余円、うち生業及応急生活資金４億９，９２４万

余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

障害者医療費国庫負担金等の国庫負担金 

（款）国庫支出金 （項）国庫負担金 （目）福祉保健費国庫負担金 39,969,853 

医療介護提供体制改革推進交付金等の国庫補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）福祉保健費国庫補助金 49,437,496 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

福祉保健費 1,109,175,201 1,042,255,228 120,403 66,799,569 94.0 

諸 支 出 金 15,402,913 15,319,933 0 82,979 99.5 

計 1,124,578,114 1,057,575,161 120,403 66,882,549 94.0 

歳出は、第８款福祉保健費など２款で、１０項４６目に区分し執行しており、予算現額１

兆１，２４５億７，８１１万余円、支出済額１兆５７５億７，５１６万余円、不用額６６８

億８，２５４万余円、執行率９４．０％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費１億２，０４０万余円で、その内容は、市場衛生検査所移転

改築に要する経費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

福祉先進都市実現基金積立金等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）福祉保健管理費 （目）管理費 64,272,522 

地域医療対策等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）医療政策費 （目）医療政策費 50,442,598 

後期高齢者医療広域連合に対する都負担金等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）保健政策費 （目）国民健康保険費 237,943,106 

生活保護法に基づく特別区及び市に対する都負担金等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）生活福祉費 （目）生活保護費 20,862,340 

介護保険給付費負担金等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）高齢社会対策費 （目）介護保険費 123,644,299 

児童福祉法に基づく都立施設の運営等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）少子社会対策費 （目）児童福祉施設費 84,744,603 

障害者総合支援法及び児童福祉法等に基づく心身障害者（児）施設の運営等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）障害者施策推進費 （目）障害者施設費 61,453,667 

大気汚染医療費助成等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）健康安全費 （目）生活環境費 5,083,020 

社会福祉施設等の整備助成に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）施設整備費 （目）社会福祉施設等整備助成費 43,587,326 
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（２）母子父子福祉貸付資金会計 

この会計は、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に基づいて設け

られた会計で、母子及び父子家庭の経済的自立と生活意欲の助長及び扶養されている子どもの

福祉の増進を図ることを目的とする、母子及び父子福祉資金貸付金事業に関する収支を経理す

るものである。 

財源は、貸付金の返還金、都債（国庫からの借入金）、前年度からの繰越金等を合わせた４７

億余円であり、修学資金、就学支度資金等１２種類の貸付けに要する経費として３２億余円を

支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 4,732 13,180 4,745 6 8,428 13 100.3 

平成２６年度 4,764 13,303 5,130 7 8,165 366 107.7 

比  較 
増(△)減 

額 △     32 △   122 △   384 △      0 262   

率 △   0.7 △   0.9 △   7.5 △   6.1 3.2   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

事 業 収 入 2,741,161 3,079,254 338,093 112.3 

国庫支出金 1,750 546 △         1,203 31.2 

繰 入 金 520,861 180,857 △       340,004 34.7 

諸 収 入 230 1,799 1,569 782.4 

都   債 723,802 106,370 △       617,432 14.7 

繰 越 金 744,196 1,376,777 632,581 185.0 

計 4,732,000 4,745,605 13,605 100.3 

歳入は、第１款事業収入など６款であり、予算現額４７億３，２００万円、収入済額４７

億４，５６０万余円、比較増額１，３６０万余円、収入率１００．３％である。 

なお、第１款事業収入（項：返還金、項：利子収入）において、不納欠損額（６７０万余

円）及び収入未済額（８４億２，８１０万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

母子父子福祉貸付資金の返還金 

（款）事業収入 （項）返還金 （目）返還金 3,074,488 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 4,732 3,227 0 1,504 68.2 

平成２６年度 4,764 3,753 0 1,010 78.8 

比  較 

増(△)減 

額 △        32 △    525          0         493  

率 △       0.7 △      14.0 ―       48.9  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

貸 付 費 4,732,000 3,227,901 0 1,504,098 68.2 

歳出は、第１款貸付費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額４７億３，２００万

円、支出済額３２億２，７９０万余円、不用額は１５億４０９万余円、執行率６８．２％で

ある。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

母子父子福祉貸付資金の貸付金等に要したもの 

（款）貸付費 （項）貸付費 （目）貸付費 3,227,901 

 

（３）心身障害者扶養年金会計 

この会計は、東京都心身障害者扶養年金条例を廃止する条例（平成１８年東京都条例第１７５

号）に基づいて設けられた会計で、障害者の生活の安定と福祉の向上及び保護者の不安の軽減

を図ることを目的とする心身障害者扶養年金制度の廃止に伴う、年金の給付及び清算金等の収

支を経理するものである。 

財源は、心身障害者扶養年金基金からの繰入金、財産運用による利子及び配当金等を合わせ

た５４億余円であり、年金の給付、清算金等に要する経費として５４億余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 5,569 5,426 5,424 0 2 △    144 97.4 

平成２６年度 5,926 5,697 5,694 0 3 △    231 96.1 

比  較 
増(△)減 

額 △    357 △    270 △    270       0    0   

率 △   6.0 △   4.8 △   4.7  ― △  26.2   
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（内訳）                              （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

事 業 収 入 1 0 △             1 0 

財 産 収 入 252,241 184,158 △        68,082 73.0 

繰 入 金 5,316,752 5,237,011 △        79,740 98.5 

諸 収 入 5 3,179 3,174 ― 

繰 越 金 1 0 △             1 0 

計 5,569,000 5,424,348 △       144,651 97.4 

歳入は、第１款事業収入など５款であり、予算現額５５億６，９００万円、収入済額５４

億２，４３４万余円、比較減額１億４，４６５万余円、収入率９７．４％である。 

なお、第４款諸収入（項：雑入）において、不納欠損額（３３万円）及び収入未済額（２２８

万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

心身障害者扶養年金基金からの繰入金 

（款）繰入金 （項）基金繰入金 （目）心身障害者扶養年金基金繰入金 5,237,011 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 5,569 5,424 0 144 97.4 

平成２６年度 5,926 5,694 0 231 96.1 

比  較 

増(△)減 

額 △        357 △        270 0 △     86  

率   △       6.0 △       4.7 ― △      37.5  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

扶養年金費 5,569,000 5,424,338 0 144,661 97.4 

歳出は、第１款扶養年金費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額５５億６，９００

万円、支出済額５４億２，４３３万余円、不用額は１億４，４６６万余円、執行率９７．４％

である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

年金の給付等に要したもの 

（款）扶養年金費 （項）扶養年金費 （目）扶養年金費 5,424,338 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土     地 

   建     物 

   無 体 財 産 権 

 

 

 出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

1,852,303.58 ㎡ 

754,678.89 ㎡ 

特許権         １ 件 

著作権     ３７３ 件 

商標権     ５ 件 

12,261,962,283 円 

３，９６７ 点 

59,064,125,729 円 

176,229,508,248 円 

 

1,844,145.30 ㎡ 

760,139.63 ㎡ 

特許権         ２ 件 

著作権     ３３３ 件 

商標権     ５ 件 

12,261,962,283 円 

４，０００ 点 

59,834,955,427 円 

167,695,548,409 円 

 

      8,158.28 ㎡ 

△      5,460.74 ㎡ 

 △            １ 件 

            ４０ 件 

      ０ 件 

0 円 

△      ３３ 点 

 △   770,829,698 円 

    8,533,959,839 円 

福祉保健局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、西亀有一丁目アパート敷地（２，８１８．０９㎡）及び上北沢一丁目第２

アパート敷地（２，３９４．４９㎡）を都市整備局から所管換したことなどによるもの 

・建物の減少は、旧大塚看護専門学校学校棟（３，０７２．７３㎡）を除却したことなどによ

るもの 

・無体財産権（特許権）の減少は、「短下肢装具」が存続期間満了により消滅したことによる

もの 

・無体財産権（著作権）の増加は、「蚊の発生防止強化ポスター（公園、市区町村、保健所用）」

などを登録したことによるもの 

・債権の減少は、健康長寿医療センター整備費貸付金（７億５，８８８万余円）の返還など

によるもの 

・基金の増加は、介護基盤緊急整備等臨時特例基金（１１８億９，８５７万余円）及び心身

障害者扶養年金基金（５２億８，８３８万余円）を取り崩したものの、福祉先進都市実現

基金（４００億円）を積み立てたことなどによるもの 

である。 
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イ 債権のうち貸付金、貸与金の年度末残高                （単位：千円） 

貸付金、貸与金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

災害援護資金貸付金 ９７，５１７ ０ 

社会福祉事業振興資金貸付金 ２５７，０１５ ０ 

女性福祉資金貸付金 ５６４，８７５ ３６０，４３１ 

介護保険財政安定化基金貸付金 ２５７，５６７ ０ 

民間医療機関宿舎建設資金貸付金 １８，７１７ ４，３９１ 

東京都認証保育所等開設資金貸付金 ３０，２８０ ０ 

健康長寿医療センター整備費貸付金 １５，４２３，３５１ ０ 

母子及び父子福祉資金貸付金 ３４，８９７，７２３ ８，３３０，４２３ 

介護福祉士等修学資金貸与金 ３６９，８３４ ３５，０２１ 

看護師等修学資金貸与金 ３，３６４，１８０ １６９，１０１ 

東京都医師奨学金貸与金 ３，３６５，６７９ ０ 

合    計 ５８，６４６，７４３ ８，８９９，３６９ 

※貸付金、貸与金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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病 院 経 営 本 部 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

病院経営本部 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、病院経営本部執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料 0 0 0   ― 

財 産 収 入 89,924 87,878 △       2,045 97.7 

諸  収  入 82,887 82,887 0 100.0 

計 172,811 170,766 △     2,044 98.8 

歳入は、第７款使用料及手数料など３款であり、予算現額１億７，２８１万余円、収入済

額１億７，０７６万余円、比較減額２０４万余円、収入率９８．８％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

地所賃貸料及び建物賃貸料 

（款）財産収入 （項）財産運用収入 （目）財産貸付収入 87,878 

公益財団法人東京都保健医療公社大久保病院の共益費 

（款）諸収入 （項）雑入 （目）雑入 82,887 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

 福祉保健費 14,422,000 13,094,991 0 1,327,008 90.8 

歳出は、第８款福祉保健費で、１項２目に区分し執行しており、予算現額１４４億

２，２００万円、支出済額１３０億９，４９９万余円、不用額１３億２，７００万余円、執行

率９０．８％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

公益財団法人東京都保健医療公社への運営費補助等に要したもの 

（款）福祉保健費 （項）地域病院費 （目）管理費 12,455,893 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土     地 

   建     物 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

      124,883.25 ㎡  

      207,288.60 ㎡  

     200,000,000 円  

            ４７ 点  

   1,932,537,630 円  

 

      124,883.24 ㎡  

      207,288.60 ㎡  

     200,000,000 円  

            ５１ 点  

   1,932,537,630 円  

 

           0.01 ㎡  

             0   ㎡  

             0    円  

△              点  

            0    円  

 

４ 
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産 業 労 働 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）特別会計 

中小企業設備導入等資金会計 

林業・木材産業改善資金助成会計 

沿岸漁業改善資金助成会計 

（３）財  産 

 

２ 実地審査場所 

産業労働局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、産業労働局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

  審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収

支に関する調書並びに財産に関する調書の計数について、次のとおり、その一部に誤りが認めら

れた。 

 （１）決算計数 

   ア 会計処理について 

   ＜一般会計＞ 

（ア）（款）財産収入（項）財産運用収入（目）財産貸付収入において、調定額及び収入未済

額が各２７万７，２００円過大に計上されている。 

（イ）（款）諸収入（項）雑入（目）庁舎管理費等収入において、調定額及び収入未済額が各
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９万１，２１５円過大に計上されている。 

（ウ）（款）諸収入（項）雑入（目）契約違約金において、調定額及び収入未済額が各     

７，２３１円過大に計上されている。 

（エ）（款）諸収入（項）雑入（目）雑入において、調定額及び収入未済額が各３億      

５，９７４万４８２円過大に計上されている。 

（２）財産管理 

  ア 公有財産について 

＜無体財産権＞ 

（ア）特許権１件（オゾン吸着シリカゲルからのオゾン放出制御方法の特許権）が過大に登載

されている。 

（イ）商標権１件（＆ＴＯＫＹＯマーク（台湾）の商標権）が過大に登載されている。 

＜出資による権利＞ 

（ア）出資による権利４，２２６万９，５４６円（（公財）東京都農林水産振興財団（分収林経

営安定基金））が登載漏れとなっている。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 

 

第３ 決 算 の 概 要  

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

分担金及負担金 16,200 43,424 27,224 268.1 

使用料及手数料 523,403 434,483 △       88,919 83.0 

国 庫 支 出 金 8,845,185 5,438,392 △     3,406,792 61.5 

財 産 収 入 760,044 4,619,473 3,859,429 607.8 

繰  入  金 8,857,410 9,088,213         230,803 102.6 

諸  収  入 279,224,037 379,086,786 99,862,749 135.8 

計 298,226,279 398,710,773 100,484,494 133.7 

歳入は、第６款分担金及負担金など６款であり、予算現額２，９８２億２，６２７万余円、収

入済額３，９８７億１，０７７万余円、比較増額１，００４億８，４４９万余円、収入率 

１３３．７％である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（２８万余円）及び収入
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未済額（６３万余円）が、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未済額（４５

万余円）が、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：貸付金元利収入、項：雑入）におい

て、不納欠損額（５，４７２万余円）及び収入未済額（１３億７，１６９万余円、うち世界都

市博覧会中止に伴う特別対策緊急融資に係る回収金７億４，２２６万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

緊急雇用創出事業臨時特例基金からの繰入金 

（款）繰入金 （項）基金繰入金 （目）緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金 8,732,676 

中小企業融資資金等の産業労働費貸付金元利収入 

（款）諸収入 （項）貸付金元利収入 （目）産業労働費貸付金元利収入 372,900,035 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

産業労働費 477,162,555 379,489,558 628,005 97,044,991 79.5 

諸 支 出 金 6,364,716 6,364,712 0 3 100.0 

計 483,527,271 385,854,271 628,005 97,044,994 79.8 

歳出は、第９款産業労働費など２款で、６項２０目に区分し執行しており、予算現額

４，８３５億２，７２７万余円、支出済額３，８５８億５，４２７万余円、翌年度繰越額

６億２，８００万余円、不用額９７０億４，４９９万余円、執行率７９．８％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費３億６，４３０万余円及び事故繰越し２億６，３７０万余円

である。繰越明許費の主な内容は、外国人旅行者誘致のための魅力発信事業に要する経費  

１億５，０００万円である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

中小企業の経営の安定を図るための指導事業等に要したもの 

（款）産業労働費 （項）商工業振興費 （目）経営技術支援費 49,504,338 

中小企業の金融円滑化を図るための制度融資等に要したもの 

（款）産業労働費 （項）商工業振興費 （目）金融事業費 259,184,838 

観光産業の振興を図るための観光客受入体制整備等に要したもの 

（款）産業労働費 （項）商工業振興費 （目）観光産業振興費 27,583,982 

林産業の振興を図るための造林、林道の開設・改良等に要したもの 

（款）産業労働費 （項）農林水産費 （目）林産費 3,591,723 

高年齢者・障害者等の就業促進等に要したもの 

（款）産業労働費 （項）労働費 （目）就業促進費 8,712,759 
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（２）中小企業設備導入等資金会計 

この会計は、中小企業の高度化（生産性の向上等）を図ることなどを目的とする、協同組合

等への高度化資金の貸付事業等に関する収支を経理するものである。 

財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた３８億余円であり、借入金の返

還に要する経費等として１３億余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 2,729 4,668 3,892 59 715   1,163 142.6 

平成２６年度 5,491 4,825 4,047 0 777 △  1,443 73.7 

比  較 

増(△)減 

額 △  2,762 △   156 △    154 59 △     62   

率 △  50.3 △   3.3 △   3.8   ― △   8.0   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

事 業 収 入 2,716,100 1,385,715 △     1,330,384 51.0 

繰  入  金 12,000 10,962 △         1,038 91.4 

諸  収  入 100 368 268 368.9 

繰  越  金 800 2,495,756 2,494,956   ― 

計 2,729,000 3,892,802     1,163,802 142.6 

歳入は、第１款事業収入など４款であり、予算現額２７億２，９００万円、収入済額   

３８億９，２８０万余円、比較増額１１億６，３８０万余円、収入率１４２．６％である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元利収入）において、不納欠損額（設備近代化資金貸

付金５，９５６万余円）及び収入未済額（設備近代化資金貸付金７億１，５８５万余円）が

生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

高度化資金貸付金の返還金 

（款）事業収入 （項）貸付金元利収入 （目）高度化資金 1,383,236 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 2,495,756 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 2,729 1,381 0 1,347 50.6 

平成２６年度 5,491 1,551 0 3,939 28.3 

比  較 

増(△)減 

額 △      2,762 △        169 0 △      2,592  

率 △    50.3 △    11.0     ― △    65.8  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

助 成 費 2,729,000 1,381,451 0 1,347,548 50.6 

歳出は、第１款助成費で、１項３目に区分し執行しており、予算現額２７億２，９００万

円、支出済額１３億８，１４５万余円、不用額１３億４，７５４万余円、執行率５０．６％

である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

独立行政法人中小企業基盤整備機構法に基づく高度化資金の貸付け等に要したもの 

（款）助成費 （項）助成費 （目）高度化資金貸付費 351,237 

独立行政法人中小企業基盤整備機構法に基づく同機構からの借入金返還に要したもの 

（款）助成費 （項）助成費 （目）公債費会計繰出金 1,030,200 

 

（３）林業・木材産業改善資金助成会計 

この会計は、林業・木材産業を営む個人・法人等に対して必要な資金を貸し付け、生産性や

品質の向上、後継者の育成確保等を図ることを目的とする、林業・木材産業改善資金貸付事業

等に関する収支を経理するものである。 

財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた９，２４４万余円であり、林業・

木材産業改善資金貸付事業等の事務に要する経費として４万余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 52 92 92 0 0 40 177.8 

平成２６年度 52 82 82 0 0 30 157.7 

比  較 

増(△)減 

額 0 10 10 0 △   0   

率 0     12.3  12.7   ―   △  27.4   
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（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

事 業 収 入 11,331 10,380 △           951 91.6 

繰  入  金 997 44 △           952 4.4 

諸  収  入 1 33 32   ― 

繰  越  金 39,671 81,983 42,312 206.7 

計 52,000 92,440 40,440 177.8 

歳入は、第１款事業収入など４款であり、予算現額５，２００万円、収入済額９，２４４

万余円、比較増額４，０４４万余円、収入率１７７．８％である。 

なお、第１款事業収入（項：貸付金元金収入）において、収入未済額（５３万円）が生

じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

 林業・木材産業改善資金貸付金の返還金 

（款）事業収入 （項）貸付金元金収入 （目）林業・木材産業改善資金 9,906 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 81,983 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 52 0 0 51 0.1 

平成２６年度 52 0 0 51 0.1 

比  較 

増(△)減 

額 0 0 0 △     0  

率 0         6.1 ―   △    0.0  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

助 成 費 52,000 44 0 51,955   0.1 

歳出は、第１款助成費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額５，２００万円、支

出済額４万余円、不用額５，１９５万余円、執行率０．１％となっている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

林業・木材産業改善資金貸付事業等の事務に要したもの 

（款）助成費 （項）助成費 （目）貸付費 44 
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（４）沿岸漁業改善資金助成会計 

この会計は、沿岸漁業従事者等に対して必要な資金を貸し付け、漁業経営の安定と漁業生産

力の向上を図ることを目的とする、沿岸漁業改善資金貸付事業に関する収支を経理するもので

ある。 

財源は、貸付金の返還金、前年度からの繰越金等を合わせた１億余円であり、沿岸漁業改善

資金貸付事業の事務に要する経費として１２万余円を支出している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 48 112 112 0 0 64 235.0 

平成２６年度 48 89 89 0 0 41 186.7 

比  較 

増(△)減 

額 0 23 23 0 0   

率 0   25.8 25.8 ―   ―     

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目 （ 款 ） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

事 業 収 入 23,164 23,163 △             1 100.0 

繰  入  金 997 125 △           871    12.5 

諸  収  入 1 36 35 ― 

繰  越  金 23,838 89,458 65,620 375.3 

計 48,000 112,783 64,783 235.0 

歳入は、第１款事業収入など４款であり、予算現額４，８００万円、収入済額１億   

１，２７８万余円、比較増額６，４７８万余円、収入率２３５．０％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

青年漁業者等養成確保資金貸付金の返還金 

（款）事業収入 （項）貸付金元金収入 （目）青年漁業者等養成確保資金 19,733 

前年度からの繰越金 

（款）繰越金 （項）繰越金 （目）繰越金 89,458 
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イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 48 0 0 47 0.3 

平成２６年度 48 0 0 47 0.3 

比  較 

増(△)減 

額 0 △     0 0 0  

率 0   △      23.1 ―   0.1  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

助 成 費 48,000 125 0 47,874 0.3 

歳出は、第１款助成費で、１項１目に区分し執行しており、予算現額４，８００万円、支

出済額１２万余円、不用額４，７８７万余円、執行率０．３％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

沿岸漁業改善資金貸付事業の事務に要したもの 

（款）助成費 （項）助成費 （目）貸付費 125 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土    地 

建    物 

山    林 

（所  有） 

上記の立木推定蓄積量 

（分  収） 

上記の立木推定蓄積量 

動    産 

 

 

物    権 

 

無体 財産権 

 

 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

４ 基  金 

 

      6,825,013.24 ㎡ 

        647,860.67 ㎡  

 

4,313,631.60 ㎡ 

75,123.69 ㎥ 

     11,276,700.00 ㎡ 

281,430.00 ㎥ 

船  舶          ４ 隻 

（      363.00 総トン） 

浮 標          ６ 個 

地上権 

     11,276,700.00 ㎡ 

特許権          ６ 件 

著作権        ６４ 件 

商標権        ３４ 件 

株 券 

   150,470,158,858 円 

   107,530,641,598 円 

        １，７１５ 点 

   379,912,485,624 円 

    20,218,141,677 円 

 

      6,825,225.67 ㎡ 

        663,918.41 ㎡  

 

      4,313,631.60 ㎡ 

         75,123.69 ㎥ 

     11,379,500.00 ㎡ 

        279,850.00 ㎥ 

船  舶          ４ 隻 

（      363.00 総トン） 

浮 標          ６ 個 

地上権 

     11,379,500.00 ㎡ 

特許権          ６ 件 

著作権        ５９ 件 

商標権        ３２ 件 

株 券 

   150,470,158,858 円 

   104,293,147,734 円 

        １，７３２ 点 

   518,545,896,868 円 

    21,954,081,324 円 

 

 △         212.43 ㎡ 

△   16,057.74 ㎡ 

 

                 0 ㎡ 

                 0 ㎥ 

△     102,800.00 ㎡ 

          1,580.00 ㎥ 

                ０ 隻 

（           0 総トン） 

                ０ 個 

 

 △     102,800.00 ㎡ 

                ０ 件 

               ５ 件 

         ２ 件 

 

                 0 円 

  3,237,493,864 円 

 △          １７ 点 

 △138,633,411,244 円 

 △  1,735,939,647 円 

（注）１ 土地の面積には、山林の所有が含まれている。 

（注）２ 物権の地上権は、山林の分収にかかわるものであり、再掲である。 

 

産業労働局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、東京都立産業貿易センター敷地の一部（２１２．７６㎡）を財務局へ引き

継いだことなどによるもの 

・建物の減少は、東京都立産業貿易センター（１万８，５８６．７８㎡）を除却したことな

どによるもの 

・山林（分収）及び物権（地上権）の減少は、都行造林（南郷造林地等）契約の一部解除（売

払い）を行ったことなどによるもの 
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・無体財産権（著作権）の増加は、「高齢者就業情報システム」を登録したことなどによる

もの 

・出資による権利の増加は、（公財）東京都中小企業振興公社出えん金（創業活性化特別支

援基金）（９８億９，４４１万余円）を出えんしたことなどによるもの 

・債権の減少は、制度融資貸付金（１，３６４億４，０００万円）の返還などによるもの 

・基金の減少は、おもてなし・観光基金（２００億円）を積み立てたものの、緊急雇用創出

事業臨時特例基金（２１３億８，６６７万余円）を取り崩したことなどによるもの 

である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

制度融資貸付金 ３２５，２３１，０００ ０ 

同和産業振興資金貸付金 １７１，０００ ０ 

地域の金融機関連携融資貸付金 １３，９２９，９２０ ０ 

信用組合育成資金強化貸付金 １０，０００，０００ ０ 

（公財）東京都農林水産振興財団貸付金 ８８９，３４４ ０ 

高度化資金貸付金 ９，３００，９２１ ０ 

地域中小企業応援ファンド貸付金 ２０，０００，０００ ０ 

農業改良資金貸付金 ５，７０５ ０ 

生産方式改善資金貸付金 ２，６１８ ５，７５９ 

就農支援資金貸付金 ６８，４９２ ０ 

林業就業促進資金貸付金 １，２５５ ０ 

林業・木材産業改善資金貸付金 ２３，５７９ ０ 

経営等改善資金貸付金 ６，６１０ ０ 

青年漁業者等養成確保資金貸付金 ８１，１８２ ０ 

合      計 ３７９，７１１，６２６ ５，７５９ 

※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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中 央 卸 売 市 場 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）特別会計 

と場会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

中央卸売市場 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、中央卸売市場執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）と場会計 

この会計は、都民に対する生鮮食肉の供給を確保するため、と場事業に関する収支を経理す

るものである。 

財源は、一般会計からの繰入金、と畜使用料、施設整備に対する都債等を合わせた５８億余

円であり、と場事業の管理運営に要する職員費、芝浦と場施設の維持管理及びと畜解体作業に

要する経費、施設整備に対する都債の償還金等として同額を支出している。 

と畜解体事業においては、大動物として牛を、小動物として豚を対象に事業を行っており、

大動物９万３，２７８頭（前年度比５，７１８頭（５．８％）減）及び小動物２０万８，８５３

頭（前年度比１３，２４０頭（６．０％）減）を処理している。 

ア 歳 入 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 
不  納 
欠損額 

収  入 
未済額 

予算現額と 
収入済額 
との比較 

収入率 

平成２７年度 6,601 5,804 5,804 0 0 △    796 87.9 

平成２６年度 6,176 5,932 5,932 0 0 △    243 96.1 

比  較 
増(△)減 

額     425 △    128 △    128 0 0   

率    6.9 △   2.2 △   2.2 ― ―   

（内訳）                              （単位：千円、％） 

 科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 1,387,761 1,423,025         35,264 102.5 

繰 入 金 4,697,000 3,980,472 △       716,527 84.7 

諸 収 入 45,238 55,647          10,409 123.0 

都 債 471,000 345,000 △       126,000 73.2 

繰 越 金 1 0 △             1 0 

計 6,601,000 5,804,145 △       796,854 87.9 

歳入は、第１款使用料及手数料など５款であり、予算現額６６億１００万円、収入済額５８

億４１４万余円、比較減額７億９，６８５万余円、収入率８７．９％である。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

と畜解体事業に係ると畜使用料 

（款）使用料及手数料 （項）使用料 （目）と畜使用料 1,422,824 

と場事業に対する一般会計繰入金 

（款）繰入金 （項）一般会計繰入金 （目）一般会計繰入金 3,980,472 

 

イ 歳 出 

（対前年度比）                          （単位：百万円、％） 

区  分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率 

平成２７年度 6,601 5,804 0 796 87.9 

平成２６年度 6,176 5,932 0 243 96.1 

比  較 

増(△)減 

額        425 △        128 0        553  

率        6.9 △       2.2 ―     227.9  

（内訳）                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

と 場 事 業 費 6,601,000 5,804,145 0 796,854 87.9 

歳出は、第１款と場事業費で、１項４目に区分し執行しており、予算現額６６億１００万円、

支出済額５８億４１４万余円、不用額７億９，６８５万余円、執行率８７．９％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

と場事業の管理運営に要したもの 

（款）と場事業費 （項）と場事業費 （目）管理費 2,121,873 

と場施設の維持管理及びと畜解体作業に要したもの 

（款）と場事業費 （項）と場事業費 （目）運営費 2,351,499 

と場施設の施設整備に要したもの 

（款）と場事業費 （項）と場事業費 （目）施設整備費 354,046 

と場事業に係る都債の元金償還及び利子等に要したもの 

（款）と場事業費 （項）と場事業費 （目）公債費会計繰出金 976,727 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   建    物 

２ 物  品 

 

        22,330.02 ㎡ 

           １２７ 点 

 

        22,330.02 ㎡ 

           １１５ 点 

 

                0 ㎡ 

             １２ 点 
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建   設   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

建 設 局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、建設局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質収支に関する

調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

 （１）財産管理 

   ア 公有財産について 

＜土 地＞ 

  （ア）土地３，５２９．４７㎡（「連続立体交差事業予定地（京王線・相模原線）」及び「落合

川河川事業用地」）が過大に登載されている。 

   ＜物 権＞ 

（ア）地上権２，９０２．２４㎡（連立事業・地上権（京王線・相模原線））が過大に登載され

ている。 

（イ）地役権９４７．７１㎡（連立事業・地役権（京王線・相模原線））が過大に登載されてい

る。 
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２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 

 

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 8,520,588 6,216,545 △     2,304,042 73.0 

使用料及手数料 26,055,528 25,728,914  △      326,613 98.7 

国 庫 支 出 金 59,639,699 46,346,925 △    13,292,773 77.7 

財 産 収 入 1,270,017 188,820 △     1,081,196 14.9 

寄  附  金 10,000 10,000 0 100 

繰  入  金 2,504,885 2,399,679 △       105,205 95.8 

諸  収  入 3,589,212 2,808,220 △    780,991 78.2 

計 101,589,929 83,699,105 △    17,890,823 82.4 

歳入は、第６款分担金及負担金など７款であり、予算現額１，０１５億８，９９２万余円、

収入済額８３６億９，９１０万余円、比較減額１７８億９，０８２万余円、収入率８２．４％

である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（１，２７５万余円）

及び収入未済額（１億４，５４６万余円、うち霊園管理料１億４３０万余円）が、第１２款

諸収入（項：延滞金及加算金、項：貸付金元利収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）にお

いて、不納欠損額（１億８，１７９万余円）及び収入未済額（８億４，３８８万余円、うち

生活再建資金６億３，６７３万余円、契約違約金１億４，１６０万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

街路整備事業に伴う連続立体交差事業等の負担金 

（款）分担金及負担金 （項）負担金 （目）土木費負担金 6,216,545 

道路占用料等の土木使用料 

（款）使用料及手数料 （項）使用料 （目）土木使用料 25,689,158 

街路整備事業における国庫補助金等の土木費国庫補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）土木費国庫補助金 44,830,726 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

土 木 費 476,318,346 387,876,579 30,742,733 57,699,033 81.4 

諸 支 出 金 138 136 0 1 98.9 

計 476,318,484 387,876,716 30,742,733 57,699,034 81.4 

歳出は、第１０款土木費など２款で、５項４０目に区分し執行しており、予算現

額４，７６３億１，８４８万余円、支出済額３，８７８億７，６７１万余円、翌年度繰越

額３０７億４，２７３万余円、不用額５７６億９，９０３万余円、執行率８１．４％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費２９１億１，３２８万余円、事故繰越し１６億２，９４４万

余円である。繰越明許費の主な内容は、都市計画街路の整備に要する経費１０２億５，０１６

万余円、高潮防御施設等の整備に要する経費４３億２，７４２万余円、中小河川の改修に要

する経費３０億４，４５４万余円及び橋梁の整備に要する経費２６億４，４７５万余円であ

る。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

道路及び道路附属物の維持管理に要したもの 

（款）土木費 （項）道路橋梁費 （目）道路維持費 19,684,627 

環状七号線等の路面の補修及び街路樹等の整備に要したもの 

（款）土木費 （項）道路橋梁費 （目）道路補修費 21,295,556 

無電柱化の推進等の交通安全施設の整備に要したもの 

（款）土木費 （項）道路橋梁費 （目）交通安全施設費 23,560,682 

環状第２号線等の都市計画街路の整備に要したもの 

（款）土木費 （項）道路橋梁費 （目）街路整備費 111,041,917 

国が直轄施行する道路事業等に対する都の負担金に要したもの 

（款）土木費 （項）道路橋梁費 （目）直轄事業負担金 26,496,006 

東部低地帯における耐震・耐水対策等に要したもの 

（款）土木費 （項）河川海岸費 （目）高潮防御施設費 27,349,099 

城北中央公園等の公園緑地の造成に要したもの 

（款）土木費 （項）公園霊園費 （目）公園整備費 34,756,965 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

 

 

   物    権 

 

   無体 財産権 

 

 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

     24,149,834.90 ㎡ 

        297,512.76 ㎡ 

船 舶          ６ 隻 

（      324.41 総トン） 

浮桟橋          ５ 個 

地上権    5,009.74 ㎡ 

地役権    1,090.38 ㎡ 

特許権          ０ 件 

著作権        ４８ 件 

商標権          ３ 件 

意匠権          １ 件 

     1,732,000,000 円 

        １，６６５ 点 

     3,765,474,103 円 

 

     24,122,724.01 ㎡ 

        296,067.93 ㎡ 

船 舶          ６ 隻 

（      324.41 総トン） 

浮桟橋          ５ 個 

地上権    5,009.74 ㎡ 

地役権    1,090.38 ㎡ 

特許権          ２ 件 

著作権        ４８ 件 

商標権          ３ 件 

意匠権          １ 件 

     1,732,000,000 円 

        １，６３８ 点 

     4,110,559,591 円 

 

       27,110.89 ㎡ 

          1,444.83 ㎡ 

                ０ 隻 

（        0 総トン） 

                ０ 個 

                 0 ㎡ 

                 0 ㎡ 

  △            ２ 件 

                ０ 件 

                ０ 件 

                ０ 件 

               0 円 

             ２７ 点 

  △   345,085,488 円  

建設局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、赤塚公園用地（６，９６２．５７㎡）及び城北中央公園用地（５，１７８．９５

㎡）を買い入れたことなどによるもの 

・建物の増加は、恩賜上野動物園の動物医療センター（東園）（１，１２９．８３㎡）を新築

したことなどによるもの 

・無体財産権（特許権）の減少は、「矯正装置」及び「落石処理補助器具」に係る権利を放棄

したことによるもの 

・債権の減少は、生活再建資金貸付金（２億５４万余円）の返還などによるもの 

である。 
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イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

生活再建資金貸付金 １，１０４，２０５ ４８９，４１６ 

駐車場運営資金貸付金 １７８，６４８ ０ 

駐車場債務償還資金貸付金 ２，１４２，５９１ ０ 

合      計 ３，４２５，４４５ ４８９，４１６ 

※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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港   湾   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

港 湾 局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、港湾局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数について、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１） 決算計数 

  ア 会計処理について 

   （ア）（款）使用料及手数料（項）手数料（目）諸手数料において、調定額１，８６０円、還付

未済額１５０円及び収入未済額２,０１０円がそれぞれ過大に計上されている。 

   

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

分担金及負担金 3,094,716 1,658,087 △     1,436,628 53.6 

使用料及手数料 2,305,729 2,437,370        131,641 105.7 

国 庫 支 出 金 18,392,990 13,624,340 △     4,768,649 74.1 

財 産 収 入 700,413 688,793 △        11,619 98.3 

繰  入  金 743,858 847,575        103,717 113.9 

諸  収  入 4,543,620 4,421,024 △       122,595 97.3 

計 29,781,326 23,677,192 △     6,104,133 79.5 

歳入は、第６款分担金及負担金など６款であり、予算現額２９７億８，１３２万余円、収

入済額２３６億７，７１９万余円、比較減額６１億４１３万余円、収入率７９．５％である。 

なお、第６款分担金及負担金（項：負担金）において、収入未済額（５０７万余円）が、

第７款使用料及手数料（項：使用料、項：手数料）において、不納欠損額（１２万余円）及

び収入未済額（６１８万余円）が、第９款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未

済額（２４万余円）が、第１２款諸収入（項：延滞金及加算金、項：雑入）において、不納

欠損額（４４５万余円）及び収入未済額（３,５９９万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

港湾法、海岸法、漁港漁場整備法等に基づく東京港海岸保全費等に要する国庫負担金 

（款）国庫支出金 （項）国庫負担金 （目）港湾費国庫負担金 4,457,420 

港湾法、漁港漁場整備法、離島振興法等に基づく地方港湾整備費等に要する国庫補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）港湾費国庫補助金 9,165,320 

東京港埠頭株式会社に対する貸付金の元金及び利子収入 

（款）諸収入 （項）貸付金元利収入 （目）港湾費貸付金元利収入 2,500,211 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

港  湾  費 89,565,108 73,461,819 6,748,043 9,355,245 82.0 

諸 支 出 金 6,434 6,433 0 0 100.0 

計 89,571,542 73,468,252 6,748,043 9,355,246 82.0 

歳出は、第１１款港湾費など２款で、４項２０目に区分し執行しており、予算現額８９５

億７，１５４万余円、支出済額７３４億６，８２５万余円、翌年度繰越額６７億４，８０４

万余円、不用額９３億５，５２４万余円、執行率８２．０％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費６７億４，８０４万余円で、その内容は、東京港整備に要す

る経費５９億６，４９７万余円及び島しょ等港湾整備に要する経費７億８，３０６万余円で

ある。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

東京港の建設整備、岸壁・道路改修等に要したもの 

（款）港湾費 （項）東京港整備費 （目）港湾整備費 17,850,948 

新海面処分場の延命化対策等、廃棄物処理場の建設整備に要したもの 

（款）港湾費 （項）東京港整備費 （目）東京港廃棄物処理場建設費 12,313,599 

防潮堤の改修等、海岸保全施設の建設整備に要したもの 

（款）港湾費 （項）東京港整備費 （目）海岸保全施設建設費 9,631,836 

伊豆諸島及び小笠原諸島における港の建設整備に要したもの 

（款）港湾費 （項）島しょ等港湾整備費 （目）港湾整備費 8,172,414 

伊豆諸島及び小笠原諸島における漁港の建設整備に要したもの 

（款）港湾費 （項）島しょ等港湾整備費 （目）漁港整備費 5,365,553 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

 

 

 

   無体 財産権 

   有 価 証 券 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

      9,264,910.00 ㎡ 

        210,934.53 ㎡ 

船 舶        １３ 隻 

（    1,841.21 総トン） 

浮 標        ７１ 個 

浮桟橋      ６２０ 個 

著作権        １０ 件 

株 券 

    29,342,974,360 円 

        25,400,000 円 

            ２１８ 点 

    19,007,677,357 円 

 

      8,551,552.22 ㎡ 

        205,671.63 ㎡ 

船 舶        １４ 隻 

（    2,122.21 総トン） 

浮 標       ６６ 個 

浮桟橋      ６２０ 個 

著作権        １０ 件 

株 券 

    29,342,974,360 円 

        25,400,000 円 

            ２１０ 点 

    19,311,040,628 円 

 

        713,357.78 ㎡ 

5,262.90 ㎡ 

 △            １ 隻 

（△    281.00 総トン） 

              ５ 個 

                ０ 個 

                ０ 件 

 

           0 円 

          0 円 

            ８ 点 

△   303,363,271 円 

港湾局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、若洲海浜公園ゴルフ場（７３万４，３５３．８５㎡）を臨海地域開発事業

会計から会計替したことなどによるもの 

・建物の増加は、若洲海浜公園総合管理センター（３，３１５．７８㎡）を臨海地域開発事

業会計から会計替したことなどによるもの 

・動産（船舶）の減少は、集油船（えど）を売り払ったことなどによるもの 

・債権の減少は、東京港埠頭㈱貸付金（３億３６０万余円）の返還などによるもの 

である。 

 

イ 債権のうち貸付金の年度末残高                    （単位：千円） 

貸付金の種類（名称） 
平成２７年度末残高 

（履行期限未到来分） 

滞納額 

（収入未済分） 

東京港埠頭㈱貸付金 １８，９３８，７８３ ０ 

※貸付金の年度末残高及び滞納額は、元本を記載している。 
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会 計 管 理 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

会計管理局 

 

３ 審査の方法 

 知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、会計管理局執行分を審査した。 

 審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）資金は適正に管理され、効率的に運用されているか 

（４）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について 

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

 審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計  

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科目（款） 予算現額 収入済額 比較増（△）減額 収入率 

使用料及手数料 10 6 △              3 66.4 

財 産 収 入 2,019,723 1,696,942 △        322,780 84.0 

諸 収 入 261,432 907,990 646,558 347.3 

計 2,281,165 2,604,940 323,775 114.2 

歳入は、第７款使用料及手数料など３款であり、予算現額２２億８，１１６万余円、収入

済額２６億４９４万余円、比較増額３億２，３７７万余円、収入率１１４．２％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金等の運用による預金利子等 

（款）財産収入 （項）財産運用収入 （目）利子及配当金 1,696,942 

官民連携ファンドの分配金等 

（款）諸収入 （項）雑入 （目）雑入 511,727 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科目（款） 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

総 務 費 10,065,000 7,932,478 0 2,132,521 78.8 

公 債 費 41,000 273 0 40,726 0.7 

諸 支 出 金 10,000 1,346 0 8,653 13.5 

計 10,116,000 7,934,098 0 2,181,901 78.4 

歳出は、第２款総務費など３款で、３項５目に区分し執行しており、予算現額１０１

億１，６００万円、支出済額７９億３，４０９万余円、不用額２１億８，１９０万余円、執行

率７８．４％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費、管理費、財務会計システムの管理・運用等に要したもの 

（款）総務費 （項）会計管理費 （目）管理費 5,839,317 

東京オリンピック・パラリンピック開催準備基金等の運用による利子等の積立てに要したもの 

（款）総務費 （項）会計管理費 （目）積立金 1,695,510 

 



- 123 - 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

無 体 財 産 権  

出資による権利 

２ 物 品 

３ 基 金 

 

著作権 ２ 件 

 7,337,243,094 円 

 １ 点 

 100,000,000 円 

 

著作権 ２ 件 

 0 円 

 １ 点 

 100,000,000 円 

 

 ０ 件 

 7,337,243,094 円 

 ０ 点 

 0 円 

     会計管理局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

    ・出資による権利の増加は、官民連携インフラファンド出資金（IDI インフラストラクチャ

―ズ２号投資事業有限責任組合など２件、２４億余円）及び官民連携再生可能エネルギー

ファンド出資金（スパークス・官民連携再生可能エネルギー・一括払込型投資事業有限責

任組合出資金など４件、１１億余円）を環境局から所管換したもの並びに官民連携福祉貢

献インフラファンド（AIP 都内福祉貢献投資事業有限責任組合出資金など２件）に出資

（３７億余円）したもの 

    である。 
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東 京 消 防 庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

東京消防庁  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、東京消防庁執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料 376,496 342,718 △    33,777         91.0 

国 庫 支 出 金 760,537 601,620 △    158,917    79.1 

財 産 収 入 587,302 540,437 △       46,864 92.0 

諸  収  入 45,851,217 46,050,737 199,520     100.4 

計 47,575,552 47,535,514 △       40,037 99.9 

歳入は、第７款使用料及手数料など４款であり、予算現額４７５億７，５５５万余円、収

入済額４７５億３，５５１万余円、比較減額４，００３万余円、収入率９９．９％である。 

なお、第１２款諸収入（項：弁償金及報償金、項：雑入）において、収入未済額（７２万

余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

医療提供体制推進事業費補助金等 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）消防費国庫補助金 601,620 

多摩地区の市町村からの受託消防事務に要する経費及び東久留米市からの退職手当準備金 

（款）諸収入 （項）受託事業収入 （目）消防費受託事業収入 44,506,923 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目(款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

消 防 費 245,448,266  242,119,561  9,830  3,318,874  98.6  

計 245,448,266  242,119,561  9,830  3,318,874  98.6  

歳出は、第１５款消防費で、５項１７目に区分し執行しており、予算現額２，４５４億

４，８２６万余円、支出済額２，４２１億１，９５６万余円、翌年度繰越額９８３万円、不

用額３３億１，８８７万余円、執行率９８．６％である。 

翌年度繰越額は、事故繰越し９８３万円で、その内容は、防火水槽撤去工事に要する経費

である。 
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（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費、管理事務費等に要したもの 

（款）消防費 （項）消防管理費 （目）管理費 183,583,797 

消防車両、通信施設等の整備及び維持管理に要したもの 

（款）消防費 （項）消防活動費 （目）装備費 16,054,939 

消防団の運営及び活動に要したもの 

（款）消防費 （項）消防団費 （目）活動費 3,555,562 

退職手当等に要したもの 

（款）消防費 （項）退職手当及年金費 （目）退職費 15,161,350 

消防署の庁舎建設等に要したもの 

（款）消防費 （項）建設費 （目）庁舎建設費 11,410,287 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   動    産 

 

 

 

   物    権 

   無体 財産権 

 

   出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

        552,058.22㎡ 

        750,129.16㎡ 

船 舶          ４ 隻 

（      310.00 総トン） 

浮桟橋          ６ 個 

航空機          ７ 機 

地役権       19.93 ㎡ 

特許権         ５ 件 

著作権        ２８ 件 

       184,000,000 円 

         ８，５３５点 

       255,222,000 円 

 

        551,368.06 ㎡ 

        736,460.76 ㎡ 

船 舶          ５ 隻 

（      346.00 総トン） 

浮桟橋          ６ 個 

航空機          ７ 機 

地役権       19.93 ㎡ 

特許権         ９ 件 

著作権        ２７ 件 

       184,000,000 円 

        ９，５３９ 点 

       255,077,000 円 

 

           690.16 ㎡ 

         13,668.40 ㎡ 

  △            １ 隻 

（△     36.00 総トン） 

                ０ 個 

              ０ 機 

                 0 ㎡ 

  △            ４ 件 

                １ 件 

                 0 円 

  △     １，００４点 

          145,000 円 

東京消防庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、馬込職員住宅敷地（６４６．３２㎡）を総務局から所管換したことなどに

よるもの 

・建物の増加は、芝消防署・芝単身待機宿舎（９，９９６．５４㎡）及び江東航空センター

（４，２７３．８０㎡）を新築したことなどによるもの 

・動産（船舶）の減少は、消防艇（かちどき）１隻を売り払ったことによるもの 
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・無体財産権（特許権）の減少は、「吸液体」が存続期間満了により消滅したことなどによる

もの 

・債権の増加は、小平消防署長宿舎の借上げに必要な敷金を支出したことによるもの 

である。 
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教   育   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

教 育 庁  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、教育庁執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数について、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 

（１）決算計数 

ア 会計処理について 

（ア）（款）教育費（項）高等学校費（目）管理費において、一般需用費が２６万１，３６０

円過大に計上され、使用料及賃借料が同額過小に計上されている。 

（イ）（款）諸収入（項）雑入（目）庁舎管理費等収入において、光熱水費が４，１７０円過

小に計上され、（目）雑入において、雑入が同額過大に計上されている。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

分担金及負担金 0 28,424 28,424      ― 

使用料及手数料 11,242,936 10,914,048 △       328,887 97.1 

国 庫 支 出 金 130,467,014 129,187,431 △     1,279,582 99.0 

財 産 収 入 151,462 158,268 6,806 104.5 

寄  附  金 0 1,200 1,200 ― 

諸  収  入 4,574,565 5,361,117 786,552 117.2 

計 146,435,977 145,650,491 △       785,485 99.5 

歳入は、第６款分担金及負担金など６款であり、予算現額１，４６４億３，５９７万余円、

収入済額１，４５６億５，０４９万余円、比較減額７億８，５４８万余円、収入率９９．５％

である。 

なお、第７款使用料及手数料（項：使用料）において、収入未済額（１６１万余円）が、

第１２款諸収入（項：弁償金及報償金）において、収入未済額（６８５万余円）が、第１２

款諸収入（項：雑入）において、収入未済額（２，６３３万余円）及び不納欠損額（３８万

余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

都立学校の授業料等の教育使用料収入 

（款）使用料及手数料 （項）使用料 （目）教育使用料 10,501,866 

義務教育教職員給与費等の教育費国庫負担金 

（款）国庫支出金 （項）国庫負担金 （目）教育費国庫負担金 125,215,641 

再雇用職員等の厚生年金保険料納付金等 

（款）諸収入 （項）雑入 （目）納付金 4,733,642 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不  用  額 執 行 率 

教 育 費 747,525,897 736,104,843 0 11,421,053 98.5 

諸 支 出 金 304,260 304,258 0 1 100.0 

計 747,830,157 736,409,102 0 11,421,054 98.5 

歳出は、第１２款教育費など２款で、１０項３６目に区分し執行しており、予算現

額７，４７８億３，０１５万余円、支出済額７，３６４億９１０万余円、不用額１１４

億２，１０５万余円、執行率９８．５％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費及び管理事務費等に要したもの 

（款）教育費 （項）教育管理費 （目）管理費 14,258,923 

区市町村立小学校の教職員費及び管理運営に要したもの 

（款）教育費 （項）小中学校費 （目）小学校管理費 277,655,882 

都立高等学校の教職員費及び管理運営に要したもの 

（款）教育費 （項）高等学校費 （目）管理費 130,276,181 

特別支援学校の教職員費及び管理運営に要したもの 

（款）教育費 （項）特別支援学校費 （目）管理費 63,521,887 

学校教職員及び事務局職員の退職に伴う退職手当に要したもの 

（款）教育費 （項）退職手当及年金費 （目）退職費 50,483,580 

教育指導に要したもの 

（款）教育費 （項）教育指導奨励費 （目）指導研修費 8,443,727 

社会教育施設の管理運営に要したもの 

（款）教育費 （項）社会教育費 （目）社会教育施設管理費 2,594,130 

都立学校の施設整備等に要したもの 

（款）教育費 （項）施設整備費 （目）都立学校整備費 22,911,619 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   土    地 

   建    物 

   山    林 

   （所  有） 

上記の立木推定蓄積量 

   （分  収） 

上記の立木推定蓄積量 

   動    産 

 

     

   物    権 

   無体 財産権 

２ 物  品 

 

      7,156,249.59 ㎡ 

      3,648,367.59 ㎡ 

 

        537,570.20 ㎡ 

          4,205.58 ㎥ 

         24,747.10 ㎡ 

            140.50 ㎥ 

船 舶          １ 隻 

（      497.00総トン） 

浮 標          １ 個 

地上権   24,747.10 ㎡ 

著作権        ９７ 件 

        ６，３８６ 点 

 

      7,145,487.11 ㎡ 

      3,626,503.58 ㎡ 

 

        537,570.20 ㎡ 

          4,185.09 ㎥ 

         24,747.10 ㎡ 

            139.00 ㎥ 

船 舶          １ 隻 

（      497.00総トン） 

浮 標          １ 個 

地上権   24,747.10 ㎡ 

著作権        ９３ 件 

        ６，４７６ 点 

 

         10,762.48 ㎡ 

         21,864.01 ㎡ 

 

             0 ㎡ 

             20.49 ㎥ 

                 0 ㎡ 

              1.50 ㎥ 

                ０ 隻 

（           0 総トン） 

                ０ 個 

                 0 ㎡ 

                ４ 件 

  △          ９０ 点 

（注）１ 土地の面積には、山林の所有が含まれている。 

（注）２ 物権の地上権は、山林の分収にかかわるものであり、再掲である。 

 

教育庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、学校予定地（１万４，７１８．２８㎡）を都市整備局から所管換したこと

などによるもの 

・建物の増加は、練馬工業高等学校管理校舎棟など（１万９，３４８．５０㎡）を新築した

ことなどによるもの 

・無体財産権（著作権）の増加は、東京都教育委員会著作教科書「人間と社会」などを登録

したことによるもの 

である。 
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警   視   庁 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

警 視 庁  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、警視庁執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 17,817,073 17,505,826 △       311,246 98.3 

国 庫 支 出 金 15,597,327 7,119,664 △      8,477,663 45.6 

財 産 収 入 1,580,013 1,444,043 △    135,969 91.4 

諸  収  入 10,245,934 9,272,251 △     973,682 90.5 

計 45,240,347 35,341,785 △      9,898,561 78.1 

歳入は、第７款使用料及手数料など４款であり、予算現額４５２億４，０３４万余円、収

入済額３５３億４，１７８万余円、比較減額９８億９，８５６万余円、収入率７８．１％で

ある。 

なお、第７款使用料及手数料（項：手数料）において、収入未済額（１，０００円）が、

第９款財産収入（項：財産運用収入）において、収入未済額（１０５万余円）が、第１２款

諸収入（項：延滞金及加算金、項：弁償金及報償金、項：雑入）において、不納欠損額（２億

７，０５６万余円）及び収入未済額（１８億１，１５０万余円、うち放置違反金１５億４，７７８

万余円、警察費弁償金２億４，７９５万余円）が生じている。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

自動車運転免許関係等の警察手数料 

（款）使用料及手数料 （項）手数料 （目）警察手数料 17,402,843 

首都警察、施設整備等に要する経費の補助金 

（款）国庫支出金 （項）国庫補助金 （目）警察費国庫補助金 7,119,664 

違法駐車の放置違反金 

（款）諸収入 （項）延滞金及加算金 （目）放置違反金 4,769,641 
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イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

警 察 費 628,582,392 607,350,390  287,972 20,944,029 96.6 

諸 支 出 金 5,175 4,182 0 992 80.8 

計 628,587,567 607,354,573  287,972 20,945,021 96.6 

歳出は、第１４款警察費など２款で、５項２０目に区分し執行しており、予算現額６，２８５

億８，７５６万余円、支出済額６，０７３億５，４５７万余円、翌年度繰越額２億８，７９７万

余円、不用額２０９億４，５０２万余円、執行率９６．６％である。 

翌年度繰越額は、繰越明許費６，２５０万余円、事故繰越し２億２，５４６万余円である。 

繰越明許費の主な内容は、交通信号機新設等工事に要する経費である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費、管理事務費等に要したもの 

（款）警察費 （項）警察管理費 （目）警察本部費 469,858,445 

交通安全施設の整備等に要したもの 

（款）警察費 （項）警察活動費 （目）交通安全施設整備費 12,157,280 

庁舎建設、用地買収等に要したもの 

（款）警察費 （項）警察施設費 （目）建設費 27,604,966 
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２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

土     地 

建     物 

動     産 

 

 

物     権 

無 体 財 産 権 

 

 

 

 

有 価 証 券 

 

出資による権利 

２ 物  品 

３ 債  権 

 

       966,115.76 ㎡ 

     1,793,176.64 ㎡ 

浮 標       ２８ 個 

浮桟橋         １ 個 

航空機         ７ 機 

地上権     611.65 ㎡ 

特許権     ３ 件 

著作権       ７５ 件 

商標権        ４ 件 

実用新案権   １ 件 

意匠権         ２ 件 

株 券 

160,000,000 円 

    2,500,000,000 円 

       ６，０８９ 点 

    1,319,140,505 円 

 

       957,107.05 ㎡ 

     1,802,331.75 ㎡ 

浮 標       ２８ 個 

浮桟橋         １ 個 

航空機         ７ 機 

地上権     611.65 ㎡ 

特許権     ２ 件 

著作権       ６８ 件 

商標権        ４ 件 

実用新案権   １ 件 

意匠権         ２ 件 

株 券 

160,000,000 円 

    2,500,000,000 円 

       ５，９８９ 点 

    1,313,782,663 円 

 

   9,008.71 ㎡ 

△    9,155.11 ㎡ 

          ０ 個 

          ０ 個 

           ０ 機 

                0 ㎡ 

              １ 件 

              ７ 件 

          ０ 件 

               ０ 件 

０ 件 

 

          0 円 

                0 円 

           １００ 点 

        5,357,842 円 

警視庁で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の増加は、三宅島警察署移転先用地（８，４５４．４３㎡）を買い入れたことなどに

よるもの 

・建物の減少は、神田警察署庁舎（４，６４６．９２㎡）を除却したことなどによるもの 

・無体財産権（特許権）の増加は、「採取容器と、揮発性油類の採取方法」を登録したことに

よるもの 

・無体財産権（著作権）の増加は、「暴力団対策ビデオ「あなたはひとりじゃない」」などを

登録したことによるもの 

・債権の増加は、待機宿舎の借上げに必要な敷金（５４３万余円）を支出したことなどによ

るもの 

である。 
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選挙管理委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

選挙管理委員会事務局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、選挙管理委員会事務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 536 839 303 156.6 

国 庫 支 出 金 15,223 7,767 △        7,455 51.0 

諸  収  入 51 44,026 43,975 ― 

計 15,810 52,633        36,823 332.9 

歳入は、第７款使用料及手数料など３款であり、予算現額１，５８１万円、収入済

額５，２６３万余円、比較増額３，６８２万余円、収入率３３２．９％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

東京都知事選挙における供託物没収等の収入 

（款）諸収入 （項）雑入 （目）雑入 43,989 

 

 イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

総   務   費 416,000 371,214 0 44,785 89.2 

諸 支 出 金 164 163 0 0 99.7 

計 416,164 371,378 0 44,785 89.2 

歳出は、第２款総務費など２款で、２項３目に区分し執行しており、予算現

額４億１，６１６万余円、支出済額３億７，１３７万余円、不用額４，４７８万余円、執行

率８９．２％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費、経常的な選挙管理事務等に要したもの 

（款）総務費 （項）選挙費 （目）管理費 349,339 

 



 - 138 - 

人事委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

人事委員会事務局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び  

財産に関する調書について、人事委員会事務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

使用料及手数料                10                 7 △           2         78.5 

諸  収  入                19          2  △          16 15.2 

計          29                10  △           18       37.0 

歳入は、第７款使用料及手数料など２款であり、予算現額２万余円、収入済額１万余円、

比較減額１万余円、収入率３７．０％である。 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

総 務 費       923,000       825,808            0       97,191      89.5 

歳出は、第２款総務費で、１項２目に区分し執行しており、予算現額９億２，３００万円、

支出済額８億２，５８０万余円、不用額９，７１９万余円、執行率８９．５％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費、給与制度の調査研究等及び各種試験実施に要したもの 

（款）総務費 （項）人事委員会費 （目）管理費        809,120 
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監 査 事 務 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

監査事務局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、監査事務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 10 0 △      10    0 

諸  収  入 12 0 △      12   0 

計 22 0 △      22   0 

歳入は、第７款使用料及手数料など２款であり、予算現額２万余円、収入済額０円、比較

減額２万余円、収入率０％である。 

 

   イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

総 務 費 953,000 915,764 0 37,235 96.1 

歳出は、第２款総務費で、１項２目に区分し執行しており、予算現額９億５，３００万円、

支出済額９億１，５７６万余円、不用額３，７２３万余円、執行率９６．１％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

職員費、管理事務及び各種監査の実施に要したもの 

（款）総務費 （項）監査委員費 （目）管理費 879,964 
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労働委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

労働委員会事務局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、労働委員会事務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 2 0 △            2 0   

諸  収  入 18 14 △            3 79.7 

計 20 14  △      5 71.7 

歳入は、第７款使用料及手数料など２款であり、予算現額２万円、収入済額１万余円、比

較減額５，６５７円、収入率７１．７％である。 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

産 業 労 働 費 680,000 609,188 0 70,811 89.6 

歳出は、第９款産業労働費で、１項２目に区分し執行しており、予算現額６億８，０００

万円、支出済額６億９１８万余円、不用額７，０８１万余円、執行率８９．６％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

労働委員会事務局の運営に要したもの 

（款）産業労働費 （項）労働委員会費 （目）管理費 390,533 
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収用委員会事務局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

収用委員会事務局 

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、収用委員会事務局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 
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第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

使用料及手数料 5,910 9,068         3,158 153.4 

諸  収  入 333,837 47,079 △       286,757 14.1 

計 339,747 56,148 △       283,598 16.5 

歳入は、第７款使用料及手数料など２款であり、予算現額３億３，９７４万余円、 収入済

額５，６１４万余円、比較減額２億８，３５９万余円、収入率１６．５％である。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

鑑定評価料等の起業者負担金の収入 

（款）諸収入 （項）弁償金及報償金 （目）諸費弁償金 47,075 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

諸 支 出 金 785,000 413,672 0 371,327 52.7 

歳出は、第１７款諸支出金で、１項２目に区分し執行しており、予算現額７億８,５００万

円、支出済額４億１，３６７万余円、不用額３億７，１３２万余円、執行率５２．７％であ

る。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

収用委員会事務局の運営に要したもの 

（款）諸支出金 （項）収用委員会費 （目）管理費 376,319 
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議   会   局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象 

（１）一般会計 

（２）財  産 

 

２ 実地審査場所 

議 会 局  

 

３ 審査の方法 

知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、議会局執行分を審査した。 

審査に当たっては、 

（１）決算計数は、正確であるか 

（２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

（３）財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか 

などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について

の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算計数について 

審査に付された一般会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

 

２ 予算の執行状況等について 

特に意見を付する事項はない。 

 



- 147 - 

第３ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算の状況 

（１）一般会計 

ア 歳 入                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 0             5,974                    5,974          ― 

使用料及手数料 373               369 △        3 99.0 

諸  収  入               873       1,417             544 162.4 

計        1,246             7,760            6,514 622.8 

歳入は、第６款分担金及負担金など３款であり、予算現額１２４万余円、収入済額７７６

万余円、比較増額６５１万余円、収入率６２２．８％である。 

 

イ 歳 出                             （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

議 会 費 6,169,000 5,633,331 0 535,668 91.3 

歳出は、第１款議会費で、１項２目に区分し執行しており、予算現額６１億６，９００万

円、支出済額５６億３，３３３万余円、不用額５億３，５６６万余円、執行率９１．３％で

ある。 

（主な内容）                              （単位：千円） 

 議員の報酬、費用弁償及び議会運営に要したもの 

（款）議会費 （項）都議会費 （目）議会運営費 3,342,154 

 議会事務に従事する職員の給料、諸手当、広報事務等に要したもの 

（款）議会費 （項）都議会費 （目）事務局費 2,291,176 

 

２ 財産の管理状況 

ア 財 産 

区   分 平成２７年度末現在高 平成２６年度末現在高 増（△）減 

１ 公有財産 

   建     物 

２ 物  品 

 

        27,699.11 ㎡ 

             ６３ 点 

 

        27,699.11 ㎡ 

             ６３ 点 

 

              0 ㎡ 

           ０ 点 
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（別表１） 

 一 般 会 計 歳 入 歳 出 

 

歳            入 

科    目    （款） 

平成２７年度 

決 算 額 

平成２６年度 

決 算 額 
比 較 

増 (△ )減額 
伸び率 

 構成比  構成比 

   1  都          税 5,183,568 75.0  4,739,939 72.4   443,629    9.4 

   2  地 方 譲 与 税 271,981 3.9  364,806 5.6  △   92,825 △  25.4 

   3  助 成 交 付 金 29 0.0  29 0.0  0    0.6 

   4  地方特例交付金 4,700 0.1  4,897 0.1  △      197 △    4.0 

   5  特 別 交 付 金 3,101 0.0  2,967 0.0          134   4.5 

   6  分担金及負担金 9,533 0.1  8,814 0.1     718   8.1 

   7  使用料及手数料 79,196 1.1  75,087 1.1  4,109    5.5 

   8  国 庫 支 出 金 346,757 5.0  356,062 5.4  △    9,305 △   2.6 

   9  財 産 収 入 36,730  0.5  39,943  0.6  △    3,212 △   8.0 

  10  寄    附    金 96  0.0  38  0.0           57   148.8 

  11  繰    入    金 130,650  1.9  69,897  1.1     60,752 86.9 

  12  諸    収    入 574,870  8.3  664,859  10.2  △   89,988 △   13.5 

  13  都          債 129,758  1.9  138,952  2.1  △      9,194 △   6.6 

  14  繰    越    金 142,775  2.1  80,394  1.2  62,380 77.6 

  15  区市町村たばこ税 
都  交  付  金 

0  0.0 0  0.0 0 9.5 

       

       

       

合        計 6,913,752  100  6,546,693  100  367,059 5.6 

（注）構成比は四捨五入のため、合計と一致しない場合がある。 
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決 算 対 前 年 度 比 較 表 

（単位：百万円、％） 

歳            出 

科    目    （款） 

平成２７年度 

決 算 額 

平成２６年度 

決 算 額 
比 較 

増 (△ )減額 
伸び率 

 構成比  構成比 

   1  議    会    費 5,633  0.1  5,642  0.1  △          9 △     0.2 

   2  総    務    費 188,047  2.8  171,213  2.7        16,833      9.8 

   3  徴    税    費 63,758  0.9  65,166  1.0  △     1,408 △     2.2 

   4  生 活 文 化 費 32,757  0.5  27,071  0.4        5,685     21.0 

   5  スポーツ振興費 41,190  0.6  21,465  0.3       19,725     91.9 

   6  都 市 整 備 費 105,363  1.6 104,432  1.6      931      0.9 

   7  環  境  費 71,574  1.1  40,985  0.6  30,588 74.6 

   8  福 祉 保 健 費 1,055,350  15.5  951,307  14.9       104,042      10.9 

   9  産 業 労 働 費 380,098  5.6  357,208  5.6       22,889      6.4 

  10  土    木    費 387,876  5.7  383,995  6.0        3,880      1.0 

  11  港    湾    費 73,461  1.1  78,480  1.2  △     5,018 △     6.4 

  12  教    育    費 736,104  10.8  729,060  11.4        7,043      1.0 

  13  学    務    費 186,568  2.7  189,511  3.0  △      2,943 △     1.6 

  14  警    察    費 607,350  8.9  599,161  9.4       8,188      1.4 

  15  消    防    費 242,119  3.6  242,230  3.8  △       111 △     0.0 

  16  公    債    費 473,291  7.0  520,923  8.1  △     47,632 △     9.1 

  17  諸 支 出 金 2,136,577  31.5  1,916,057  29.9  220,520 11.5 

  18  予    備    費 0  0  0  0  0 ―   

合        計 6,787,124  100  6,403,917  100  383,206 6.0 
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（別表２） 

特別会計歳入歳出決算対前年度比較表 

（単位：百万円、％） 

会 計 名 

歳 入 歳 出 

平成２７年度 
決 算 額 

平成２６年度 
決 算 額 

比 較 
増(△)減額 

伸 び 率 
平成２７年度 
決 算 額 

平成２６年度 
決 算 額 

比 較 
増(△)減額 

伸 び 率 

１特 別 区 

財政調整会計 
996,356 981,602  14,753  1.5 996,356 981,602 14,753  1.5 

２地方消費税 
清 算 会 計 

2,122,695 1,294,016  828,679  64.0 2,009,190 1,154,853 854,337  74.0 

３小笠原諸島生活 

再建資金会計 
727 729 △ 2 △ 0.3 0 13 △ 13 △100   

４母子父子福祉 
貸付資金会計 

4,745 5,130 △ 384 △ 7.5 3,227 3,753 △ 525 △ 14.0 

５心身障害者 

扶養年金会計 
5,424 5,694 △ 270 △ 4.7 5,424 5,694 △ 270 △ 4.7 

６中小企業設備 
導入等資金会計 

3,892 4,047 △ 154 △ 3.8 1,381 1,551 △ 169 △ 11.0 

７林業・木材産業 

改善資金助成会計 
92 82 10  12.7 0 0 0  6.1 

８沿岸漁業改善 

資金助成会計 
112 89 23  25.8 0 0 △      0 △ 23.1 

９と 場 会 計 5,804 5,932 △ 128 △ 2.2 5,804 5,932 △ 128 △ 2.2 

10都営住宅等 

事 業 会 計 
165,727 163,457 2,269  1.4 164,689 162,160 2,528  1.6 

11都営住宅等 

保証金会計 
10,967 13,770 △ 2,803 △ 20.4 4,015 4,147 △ 131 △ 3.2 

12都 市 開 発 

資 金 会 計 
2,386 6,318 △ 3,931 △ 62.2 2,386 6,318 △ 3,931 △ 62.2 

13用 地 会 計 21,839 28,378 △ 6,538 △ 23.0 14,275 20,813 △ 6,538 △ 31.4 

14公債費会計 1,583,478 1,841,321 △ 257,843 △ 14.0 1,583,478 1,841,321 △ 257,843 △ 14.0 

15臨海都市基盤 

整備事業会計 
13,412 20,063 △ 6,651 △ 33.2 5,133 8,593 △ 3,459 △ 40.3 

合 計 4,937,663 4,370,635 567,027  13.0 4,795,363 4,196,756 598,607  14.3 
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